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○ 主文

原告らの請求をいずれも棄却する。

ただし、昭和六二年四月一二日に行われた兵庫県議会議員選挙の別紙選挙区目録記載の選

挙区における選挙は違法である。

訴訟費用は被告の負担とする。

○ 事実

第一 当事者双方の求めた裁判

（別紙当事者目録記載番号１ないし２７の原告らの請求の趣旨）

１ 昭和六二年四月一二日に行われた兵庫県議会議員選挙（以下 「本件選挙」という ）、 。

の効カに関する原告らの異議申出につき、被告が同年五月一二日にした異議申出却下の決

定（以下 「本件決定」という ）を取り消す。、 。

２ 本件選挙の神戸市西区選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

（別紙当事者目録記載番号２８ないし３８の原告らの請求の趣旨）

１ 本件選挙の効力に関する原告らの異議申出につき、被告がした本件決定を取り消す。

２ 本件選挙の神戸市須磨区選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

（別紙当事者目録記載番号３９ないし５０の原告らの請求の趣旨）

１ 本件選挙の効力に関する原告らの異議申出につき、被告がした本件決定を取り消す。

２ 本件選挙の神戸市北区選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

（別紙当事者目録記載番号５１ないし６４の原告らの請求の趣旨）

１ 本件選挙の効力に関する原告らの異議申出につき、被告がした本件決定を取り消す。

２ 本件選挙の宝塚市選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

（別紙当事者目録記載番号６５ないし８７の原告らの請求の趣旨）

１ 本件選挙の効力に関する原告らの異議申出につき、被告がした本件決定を取り消す。

２ 本件選挙の高砂市選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担する。

（別紙当事者目録記載番号８８ないし９７の原告らの請求の趣旨）

１ 本件選挙の効力に関する原告らの異議申出につき、被告がした本件決定を取り消す。

２ 本件選挙の伊丹市選挙区における選挙を無効とする。

３ 訴訟費用は被告の負担とする。

（請求の趣旨に対する被告の答弁）

一 本案前の答弁

１ 原告らの訴えをいずれも却下する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。

二 本案の答弁

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。
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第二 当事者双方の主張

一 請求原因

１ 当事者

、 、 、原告らは いずれも本件選挙の選挙無効を求める各選挙区における選挙人であり 被告は

本件選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会である。

２ 原告らの異議申出に対する被告の決定

原告らは、昭和六二年四月二〇日、被告に対し、本件選挙が各選挙区の人口に比例せず、

憲法、公職選挙法（以下 「公選法」という ）に違反する「兵庫県議会議員の定数並び、 。

に

選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例 （昭和四一年兵庫県条例」

第六〇号、以下 「本件定数条例」という ）に基づき施行されたもので、無効であると、 。

し

て異議申出をしたが、被告は、同年五月一二日、本件決定をし、同月一三日、原告らに決

定書を交付した。

本件決定の理由は、これを要するに、議員定数の配分の瑕疵を理由とする異議申出につい

ては、たとえ被告が選挙を無効として再選挙を実施したとしても、瑕疵を是正しえないこ

とは明白であり、したがつて、本件異議申出は不適法であり、却下を免れないというので

ある。

３ 本件決定の違法性と本件選挙の無効

（一） 憲法一四条一項は、国民は、すべて法の下に平等であると規定するが、選挙権の

行使においても平等が保障されなければならないことはいうまでもない。そして、右選挙

権の平等に関する憲法上の原則は、単に、選挙人資格の平等にとどまらず、各選挙人の投

票価値の平等をも含むものであるとともに、ひとり国会議員の選挙のみならず、地方公共

団体の議会の議員の選挙についても要請されるところである。

（二） 右投票価値の平等を図るためには、選挙区制をとる選挙にあつては、各選挙区間

において選挙人の投票価値に不平等が生じないように配分される定数の均衡が要請され、

この様な各選挙区間の定数の均衡の要請を実現するには、議員定数の配分が人口に比例し

て行われることが必要である。この様な見地から、都道府県の議員の選挙について、公選

法一五条七項は、各選挙区について選挙すべき議員の数は、人口（公選法施行令一四四条

により、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の結果によ

る人口とされる ）に比例して条例で定めなければならないとしている。。

（三） 厳密にいえば投票価値の平等とは、どの選挙区の選挙人の投票価値も同一である

ことを意味するといわなければならないが、

議員定数を幾つかの選挙区に分けて選挙を行わせる制度をとる場合には、各選挙区の議員

定数が完全に人口に比例することは、技術的に困難であり、また、現行法制上行政区域を

選挙区としていることからも、ある程度の較差が生じることはやりをえないと考えられる

が、選挙権が、国民主権、地方自治に直結した権利であり、各選挙区への定数配分につい

ては、人口比例原則が最も重要かつ基本的な基準とされ、地方議会議員については、公選

法において人口比例原則が法定されていることを併せ考えると、各選挙区の議員一人当り

の人口は、一対一に可能な限り接近するように定数配分が行われなければならない。
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公選法一五条七項は、その但し書において、特別の事情があるときは、おおむね人口を基

準とし、地域間の均衡を考慮して議員定数を定めることができるとし、場合によつては一

対一の人口比例原則を緩和できることを規定している。しかし、一般に、但し書は、本文

の定める原則に対する例外を定めるものであるから、原則を緩和することになるのは当然

であるが、同時に、原則を著しく離れることはできないという本質的制約があること、諸

般の要素に基づく投票価値において多少の不平等はやもをえないとして忍ぶとしても、自

己が一票しか持つていないのに、他人は、その倍の二票を持つのと同じ結果になるような

ことは我慢できないという素朴な気持ちないし健全な国民感情を勘案すると、議員定数配

分にあたつて、特別の事情があるとき、地域間の均衡を考慮して、一対一の人口比例原則

、 、 、 、をある程度緩和することは許されるが 一対二の較差を超えることは 違憲 違法であり

許されないものというべきである。

（四） 本件選挙における投票価値の不平等

さきに述べたとおり、公選法一五条七項によれば、各選挙区において選挙すべき地方公共

団体の議員の数は、人口比例によつて算出されることとされているが、その具体的な方法

は、直近の国勢調査の結果公表された人口に基づき、兵庫県全体の議員一人当りの人口数

を求め、各選挙区の人口を議員一人当りの人口で除して得た数（配分基数）によるとされ

ている。本件選挙の選挙区、国勢調査人口、定数、議員一人当りの人口、議員一人当りの

人口についての佐用郡選挙区を一とした各選挙区の較差は、別表三のとおりであり、右議

員定数配分の実態をみると、本件選挙は、以下に述べるとおり、明らかに違憲、

違法なものであるといわざるをえない。

（１） 本件選挙における議員定数の配分によれば、人口の多い選挙区のほうが、人口の

少ない選挙区よりも議員定数が少ないという逆転現象が、次のとおり、四六選挙区中一二

選挙区において、二七通り存在する。

（１） 二人区対三人区

宝塚市対兵庫区、灘区、長田区、東灘区

伊丹市対兵庫区、灘区、長田区

須磨区対兵庫区、灘区、長田区

北区 対兵庫区、灘区、長田区

川西市・川辺郡対兵庫区、灘区、長田区

（２） 一人区対二人区

西区 対津名郡、氷上郡

高砂市対津名郡、氷上郡

芦屋市対津名郡、氷上郡

三木市・美嚢郡対津名郡、氷上郡

揖保郡対津名郡

赤穂市・赤穂郡対津名郡

神崎郡村津名郡

こうした逆転現象は、選挙権の平等原則に全く相反するものであり、それが四六選挙区中

一二選挙区において、二七通りも存在するという事態は、それだけで本件選挙における議

員定数配分が違憲、違法なものであることを意味するといわざるをえない。
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（２） 本件選挙における議員一人当りの各選挙区の人口数の最大較差は、佐用郡を一と

、 、 、した場合の神戸市西区の四・五二で 較差三倍以上の選挙区が 四六選挙区中一一選挙区

議員定数九一名中二〇名、較差二倍以上の選挙区は二五選挙区、議員数六四名に達してい

る。

（五） このような違憲、違法な兵庫県議会議員選挙の定数配分は、既に、昭和五〇年施

行の選挙において、最大較差三・九五倍、逆転現象四通り（昭和四五年国勢調査人口に基

づく 、昭和五四年施行の選挙において、最大較差三・六五倍、逆転現象一二通り（昭。）

和

五〇年国勢調査人口に基づく 、昭和五八年施行の選挙において、最大較差三・六九倍、。）

逆転現象二一通り（昭和五五年国勢調査人口に基づく ）と、選挙権の平等原則に反する。

状

態が、少なくとも一〇年を超えて継続し、その間、選挙権における投票価値の平等が憲法

上の要請であることを判示した最高裁昭和五一年四月一四日大法廷判決（民集三〇巻三号

二二三頁 、地方議会議員選挙においても選挙権の投票価値の平等が要請されることを判）

示

した最高裁昭和五九年五月一七日第一小法廷判決（民集三八巻七号七二一頁 、同六二年）

二

月一七日第三小法廷判決（判例時報一二四三号一〇頁）があつて、兵庫県議会もこのこと

は十分に承知していたにもかかわらず、同議会は、ごく部分的な弥縫策的是正を行つてき

たにすぎない。

とりわけ、本件選挙に際しては、本件定数条例の改正を求めて、昭和六一年八月一三日の

市民団体（憲法改悪阻止兵庫県各界連絡会議）の要望書提出をはじめ、県民の度重なる要

望書提出、請願にもかかわらず、兵庫県議会は、なんらの是正措置をも講じなかつた。

４ 以上のとおり、本件選挙は、多数の著しい逆転現象と投票価値の大きな較差の存在を

、 、 、許した本件定数条例の下に行われたもので 公選法一五条七項に違反し 全体として違法

無効のものである。

よつて、公選法二〇三条に基づき、違法な本件決定の取消しを求めるとともに、原告らの

選挙区である別紙選挙区目録記載の各選挙区における本件選挙を無効とする旨の判決を求

める。

二 被告の本案前の答弁

１ 原告らは、定数配分規定である本件定数条例に規定する議員定数の配分は、憲法及び

公選法に違反しており、このような定数配分規定に基づいて施行された別紙選挙区目録記

載の各選挙区における本件選挙は、無効であるというのみであつて、当該選挙区にかかる

選挙の管理執行上の瑕疵を無効事由と主張するものではない。このような定数配分規定そ

のものの違憲、違法を無効事由とする訴訟については、仮に配分規定それ自体に瑕疵があ

つたとしても、選挙管理委員会の権能をもつてしては、是正不可能なことがらであり、そ

の限りで選挙管理委員会が被告適格をもたないことは、明らかである。したがつて、その

余の点について論ずるまでもなく、この点において原告らの訴えは、不適法であり、却下

を免れない。

２ そもそも、選挙の効力に関する訴訟は、選挙の管理執行機関の公選法規に適合しない
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行為を是正し、選挙の執行の公正の維持を目的とする訴訟であり、典型的な民衆訴訟の一

つである。いうまでもなく、民衆訴訟は、法律上の争訟に該当せず、法律により特に裁判

所の権限として定められた訴訟である。したがつて、公選法上の選挙の効力に関する訴訟

は、公選法二〇三条以下の規定に従い、同法所定の範囲内においてのみ訴えを提起するこ

とができるのであつて、右範囲外の事項に関しては、訴訟で争うことが禁じられていると

いうべきである。

このように、公選法の予定する選挙訴訟は、選挙の管理執行上瑕疵があつた場合に、これ

を無効として、早期に改めて適法な選挙を行うことを義務づけるところにその本旨がある

のであつて、選挙管理委員会がその違法を是正し、

適法な選挙を行い得るものに限られる。

したがつて、議員定数配分規定自体の違憲、違法を主張して選挙の効力を争う本件訴訟の

ように、たとえ選挙を無効としたとしても、公選法一一〇条三項及び三四条一項の規定す

る期間内（再選挙を実施すべき事由が生じた日から五〇日以内）の再選挙の実施が困難で

あつたり、再選挙を実施するとしても、選挙管理委員会において、その瑕疵を是正するこ

とが不可能なことが明らかな訴えについては、民衆訴訟として許容されている事項以外の

事項を目的とした訴えとして却下を免れない。

３ 地方自治法九〇条四項によれば、議員定数の変更は、一般選挙の場合でなければでき

ないとされ、論理上、選挙区別定数の変更も、またこれと同様に解されている。もし、原

告らの主張が容認されるとすると、容認された選挙区の議員数を増加せざるを得ず、これ

は全体の定数増加となり、右地方自治法九〇条四項に抵触し、また、全体の定数を増加せ

ずに当該選挙区の議員数を増加するには、他の選挙区の議員数を削減せざるを得ないが、

既に有効として確定した他の選挙区の議員の地位を当該選挙区のために一方的に剥奪する

ことは、法理上許されないところである。

結局、原告らの本訴請求は、議員定数を増加するか、定数の再配分を行わない限り、その

目的を達し得ないものであり、しかも、このような是正は、前述したように、次の一般選

挙の場合に限り認められているにすぎないから、原告らの選挙無効請求が容認されると仮

定しても、これに適合する再選挙は不可能といわざるを得ず、このような是正不可能なこ

とを目的とする訴えは、もともと訴えの利益を欠く不適法なものとして却下を免れない。

三 請求原因に対する被告の認否及び主張

１ 請求原因に対する被告の認否

（一） 請求原因１及び２の事実は認める。

（二） 請求原因３のうち、本件選挙時における選挙区間の最大較差が四・五二であり、

逆転現象が二七通り存在する事実及び別表三記載の数値は認めるが、その余は争う。

２ 請求原因に対する被告の主張

（一） 県議会の裁量権限

憲法一五条、九二条及び九三条によれば、地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、

地方自治の本旨に基づいて、法律で定めることとされ、その議決機関である議会の議員の

選挙についても、当該地方公共団体の構成員である住民が直接選挙によつて議員を選出す

る、

と定める以外に特段の制約はない。これら規定の趣旨は、地方自治が民主主義の根幹をな
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すものであり、国の関与をできるだけ排除し、地方の行政は、その構成員である住民自ら

の手で処理させることを基本に、住民から選ばれた首長と議会を中心にして、自主的に運

営されるべきであるとの理念を示したものである。

首長と議会議員とを、ともに住民の直接選挙によるとする憲法九三条二項の規定は、首長

に関しては、いわゆる大統領制を採用し、首長が直接住民の意思を汲み取つて地方行政を

行う途を開いたものであり、同時にこれに対応する議員の選出についても、同じ直接選挙

の範囲内において、首長と対等に対応するにふさわしい選出制度を採用すべきことを要請

していると解すべく、首長の直接選挙に対等に対応するにふさわしい議員選挙制度として

は、地域的にまとまりのある選挙区を設定し、その地域代表的性格も保有せしめる制度と

するのが最も好ましい方法である。これは、地方自治の本旨にも合致した公正かつ効果的

な代表者選出制度であり、憲法は、地方公共団体の議員の選挙制度に関し、人口比例の原

則を絶対とせず、人口比例によりつつも、ある程度これに反する地域代表的性格を加味す

る選挙制度の採用をも許容しているものといわなければならない。

、 、 、 、したがつて 現行法制は 右憲法の精神に則り 法律で一定の基準を設定するにとどまり

地方公共団体の議会は、この範囲内において、自由に定数、選挙区及び選挙区別定数を決

定する裁量権を与えられているのである。

すなわち、代表民主制の下における地方議会議員の選挙制度は、選挙された代表者を通じ

て、住民の利害や意見を公正かつ効果的に地方行政に反映させることを目標とするととも

に、政治における安定性の要請をも考慮しながら、それぞれの地域の事情に即して具体的

に決定されるべきものであり、そこに論理的に要請される一定不変の形態があるわけでな

、 、 、く 単なる数字の操作のみでは解決できない高度の政治的 技術的要素を含むものであり

それぞれの地方公共団体における多種多様で複雑微妙な政策的、技術的考慮の下に、自主

的に決定されるべきものである。

それ故、前記憲法の趣旨に則り制定された地方自治法、公選法に基づき地方公共団体が制

定している議員定数条例は、地方公共団体の議会が、住民全体の意思を十分に県政に反映

しうるような、公正かつ効果的な代表制度を確立すべく、

その裁量権を行使してこれを決定したものであるから、右決定は、合理性、合法性の推定

を受けるものであり、したがつて、議員定数配分規宝の適否は、それが極端に不平等であ

る場合は格別、それ以外は、立法政策の問題にとどまり、違憲、違法の問題の生じる余地

はない。

（二） 兵庫県議会議員の定数配分

（ ） 、 、１ 都道府県議会議員の定数配分に関しては 公正かつ効果的な代表制度確立のため

地域性を加味すべきであるとの憲法の要請に基づき、地方自治法九〇条において、議員定

数の上限が、公選法一五条及び二七一条において議員を選出するについての選挙区の決め

方、及び、各選挙区に対する議員定数の配分方法が、それぞれ定められ、また、これらの

法律の規定をうけて、各地方議会において、人口、自然的条件、行政区画及び財政状況等

を総合的に勘案のうえ、条例で議員総定数及び選挙区等が定められている。

（２） 議員の総定数

地方自治法九〇条一項において、議員総定数の上限は、直近の国勢調査人口に基づき算出

される旨、同条三項において、その上限を条例で特に減少することができる旨が、それぞ
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れ定められている。

兵庫県の場合、本件選挙に直近の国勢調査（昭和六〇年一〇月）における人口は、五二七

、 、 、万八〇五〇人であることから 議員総定数の上限は一〇七人となるが 行財政改革を進め

議会の合理的、効率的な運営を図るため、県議会は、特にこの定数を減少するとの決定を

し、本件定数条例において、議員の総定数を九一人とした。県議会に委ねられた合理的な

裁量権行使の結果というべきである。

（３） 選挙区の決定方法

公選法によれば、県議会議員の選挙区は、郡市の区域によることとされている（同法一五

条一項 。これは、県議会議員に、郡市という歴史的に形成された地域的まとまりのある）

区

域の代表者的性格を持たせることを意図したものであり、明治一一年に府県会の制度が創

設された当初から引き継がれてきた理念である。そして、郡又は市の区域の人口が、当該

都道府県の人口を、当該都道府県の議会の議員総定数で除した数（以下 「議員一人当り、

の

人口」という ）の半数に達しない場合には、条例で隣接する郡市と合わせて選挙区を設。

け

なければならないが（強制合区規定、同条二項 、当該選挙区の人口が議員一人当りの人）

口

の半数以上ではあるが、なお議員一人当りの人口に達しない郡市については、

独立した選挙区とするか、条例で隣接する他の郡市と合わせて一つの選挙区とするかは、

当該都道府県議会の裁量に委ねられている（任意合区規定、同条三項 。右合区選挙区を）

設

けるに当たつて、どの郡市をもつて合区選挙区とするかは、議会が、行政区画、衆議院議

員の選挙区 地勢 交通等の事情を総合的に考慮して自主的に決めることとされている 同、 、 （

条六項 。）

なお、強制合区の対象となる選挙区であつても、昭和四一年一月一日現在において設置さ

れている選挙区については、当分の間、強制合区の規定にもかかわらず、条例で当該区域

をそのまま選挙区とすることができる（以下 「特例選挙区」という ）旨の例外規定（同、 。

法二七一条二項）がある。右例外規定は、日本経済の高度成長下に生じた都市部への急激

な人口集中、農出漁村の過疎化の現象を、そのまま定数配分に反映させることが、過疎地

域の活力のいつそうの低下を招いたり、一貫性、継続性のある施策を安定的に遂行する妨

げになることを考慮し、また、都市部、農村部を問わず、それぞれの区域の住民の声を十

分に反映しうる効果的な代表制の確立を目的として設けられたものである。

兵庫県の現行選挙区数は、四六であり、原則として郡市の区域によつている。なお、川辺

、 、 （ 、郡 美嚢郡及び赤穂郡については 当該郡内の一部の町村が合併して市 川辺郡は川西市

美嚢郡は三木市、赤穂郡は赤穂市）となつた結果、一郡一町となつたため、同一郡に属し

ていたこれらの市と町とで合併選挙区を形成している。また、城崎郡＜地名略＞について

は、城崎郡各町との関係で、飛地類似の位置関係にあること等から、城崎郡から分離して

隣接する出石郡と合併選挙区を形成している。

また、兵庫県において、本件選挙の当時、強制合区の対象となる選挙区であるが、公選法
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、 （ 。）二七一条二項を適用して特例選挙区とされているのは 佐用郡と城崎郡 日高町を除く

の二選挙区である。

（４） 各選挙区における議員定数

公選法によれば、各選挙区において選挙すべき議員の定数は、人口比例を原則とするが、

特別の事情があるときは、地域間の均衡を考慮して、人口以外の諸要素を総合的に勘案し

て定めることができるとされている（同法一五条七項 。）

右規定の趣旨は、近年の激しい人口移動に伴い、都市部で人口が急増する一方、郡部の人

口は減少の一途をたどり、

住民の数と地方公共団体の行政需要が必ずしも対応しない状況が顕在化してきたこと、す

なわち、各地域の社会経済事情に著しい懸隔が生じ、このため、各地域の当該地方公共団

、 、体全体の発展のうえで占める重要さの程度や 各地域の行政上の施策を必要とする程度が

必ずしもその現在の人口と比例しなくなつていること、及び、市町村を包括する広域の地

方公共団体としての都道府県の役割が、市町村行政の補完と広域行政の推進にあることか

ら、その公正、円滑な運営を期するため、各選挙区に対する定数を機械的に人口に比例し

て行うのではなく、人口比例原則に特例を設け、それぞれの地域の特殊性に応じて地域の

、 。代表を確保し 均衡のとれた配分を議会の裁量により可能ならしめようとするものである

同項本文に定める人口比例の原則は、確かに重要であるが、投票価値の平等といつても、

、 、 、議員走数を人口に比例させることが唯一絶対の基準ではなく もしろ 投票価値の平等は

地方議会が、選挙制度、代表民主制の原理からみて、正当に考慮することのできる他の政

策目的との関連において正当に実現されるべきものであり、定数配分に当たつて、形式的

に人口のみを基準としたのでは、かえつて、公正かつ効果的な代表という観点からは不相

当となる場合に、それぞれの地域の具体的な特殊事情を考慮して、地域間の均衡を図るこ

とは、投票価値の平等に反するものではないというべきである。

本件選挙における兵庫県の各選挙区ごとの議員定数は、別表三記載のとおりである。

（三） 定数条例の改正経過

（１） 定数条例の制定（昭和四一年）

昭和四一年一二月二八日に、それまで施行されていた「兵庫県議会議員の選挙区及び各選

挙区において選挙すべき議員の数に関する条例 （昭和三七年兵庫県条例第五二号）が廃」

止

され、新たに本件定数条例が制定された。議員総定数は、地方自治法によれば、上限が九

三人のところ、これを九〇人とした。

（２） 昭和四九年の定数条例改正

昭和四五年の国勢調査の結果、地方自治法による兵庫県の議員総定数の上限は、九八人と

なつたが、九〇人のまま据え置かれたほか、次の改正が行われた。

神戸市北区が神戸市兵庫区から分離独立したことに伴い、神戸市兵庫区選挙区を、神戸市

兵庫区と神戸市北区の二選挙区に分区した。また、定数については、従前の神戸市兵庫区

選挙区の五人を、分区後の神戸市兵庫区選挙区に三人、

神戸市北区選挙区に二人、それぞれ配分した。

飾磨郡選挙区について、公選法二七一条二項の規走を適用し、特例選挙区とした。

人口増加の著しい神戸市垂水区選挙区の定数を一人増員し、人口が減少した神戸市生田区
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選挙区の定数を一人減少した。

神戸市葺合区、氷上郡及び津名郡の各選挙区に対し、公選法一五条七項但し書の「特別の

事情があるときは、人口を基準とししりも地域間の均衡を考慮して議員定数を定めること

ができる 」の規定を適用した。。

（３） 昭和五三年の定数条例改正

昭和五〇年の国勢調査の結果、地方自治法による議員総定数の上限は、一〇三人となつた

が、川西市及び川辺郡選挙区で一人増員したのみで、兵庫県の議員総定数は、九一人にと

どまつた。

その外、飾磨郡及び佐用郡選挙区に対し、公選法二七一条二項の規定を適用し、神戸市灘

区、神戸市葺合区、神戸市長田区、氷上郡及び津名郡の五選挙区に対し、同法一五条七項

但し書の規定を適用した。

（４） 昭和五五年の定数条例改正

、 、神戸市葺合区と神戸市生田区とが合区され 新たに神戸市中央区が新設されたことに伴い

神戸市葺合区及び神戸市生田区の二選挙区が廃止され、神戸市中央区選挙区が新設された

ことにより、選挙区数は、四六から四五に減少した。定数については、従前の神戸市葺合

区選挙区の二人と、神戸市生田区選挙区の一人を合わせ、三人を新設の神戸市中央区選挙

区に配分した。

（５） 昭和五七年の定数条例改正

昭和五五年の国勢調査の結果、地方自治法による兵庫県の議員定数の上限は、一〇五人と

なつたが、総定数は、九一人に据え置かれたほか、次の改正が行われた。

神戸市西区が、神戸市垂水区から分離、独立したことに伴い、新たに、神戸市西区選挙区

が設置され、この結果、選挙区数は、四五から四六に増加した。定数については、神戸市

垂水区選挙区の四人のうち、一人を神戸市西区選挙区に配分した。

飾磨郡、佐用郡及び城崎郡（日高町を除く ）の各選挙区に対し、公選法二七一条二項の。

規

定を適用した。また、人口異動に対応するため、次のとおり、選挙区別定数配分の是正を

行つた。

（選挙区名） （新定数） （旧定数） （比較）

神戸市中央区 二人 三人 一人減

神戸市長田区 三人 四人 一人減

明 石 市 四人 三人 一人増

加古川市 三人 二人 一人増

神戸市灘区、神戸市兵庫区、尼崎市、氷上郡及び津名郡の各選挙区に対し、公選法一五条

七項但し書の規定を適用した。

（６） 昭和六一年の検討経緯

昭和六〇年の国勢調査の結果をもとに、県議会において定数条例改正の要否について検討

を行つた結果、改正を要しないとの結論に達した。

（四） 公選法二七一条二項の特例選挙区の合理性について

昭和六〇年の国勢調査の結果、特例選挙区とされているのは、佐用郡選挙区と城崎郡（日

高町を除く ）選挙区である。。
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（１） 佐用郡選挙区

佐用郡選挙区は、昭和二二年四月の戦後第一回の県議会議員選挙以来、独立の選挙区とし

て定数が一人配分されてきた。

この間の選挙区の人口を国勢調査でみると、昭和三五年が三万二四五五人、昭和四〇年が

二万八九二一人、昭和四五年が二万六四一〇人と減少傾向にあり、昭和六〇年には、二万

四五一六人となり、昭和三五年と比べて七九三九人（二四・五パーセント）の減少となつ

ている。

このため、昭和五四年四月の選挙時から、選挙区の人口を議員一人当り人口で除して得ら

れた数（以下 「配当基数」という ）が、〇・五を下回ることとなり、強制合区規定の、 。

対

象となつたが、公選法二七一条二項の規定を適用し、独立の選挙区として存置されること

となり、現在にいたつている。

佐用郡は、佐用町、上月町、南光町及び三日月町の四町からなり、西は岡山県に接し、東

は県庁所在地の神戸市まで約八〇キロメートルの位置にある、中国山地に囲まれた面積一

二〇五・八六平方キロメートルの地域である。

産業は、農業が基幹産業であるが、千種川流域沿いの狭長な平地を除く大部分が棚田状の

農地であり、経営規模も小さく、必ずしも農業条件に恵まれているとはいえない。このた

め、就労、通学の場を隣接する姫路市等の臨海工業地帯に求める者が全体の二〇パーセン

トを超えている。

、 、 、 、各町の財政力は 極めて弱く 歳入に占める地方税の割合は 二〇パーセントにも満たず

「三割自治」にも達していない状況にある。そのため、

財源調整制度である地方交付税交付金め歳入に占める割合は、県下町平均の三〇・三パー

セントに対し、佐用町が三八・八パーセント、上月町が四一・三パーセント、南光町が四

九・五パーセント、三日月町が四六・七パーセントと、いずれも極めて大きなものとなつ

ている。

社会資本の整備状況を、町道の改良率でみると、佐用町が一九・一パーセント、上月町が

二九・七パーセント、南光町が三二・八パーセント、三日月町が三七・五パーセント、郡

全体では二七パーセントと、県下町平均の三一・七パーセントを下回つており、また、下

水道、浄化槽の整備状況を表す尿尿衛生処理率では、佐用町が六四・一パーセント、上月

町が四六・六パーセント、南光町が四四・四パーセント、三日月町が四九パーセントと、

いずれも県下町平均の七七・一パーセントを大きく下回る状況にあり、当該地域での社会

資本の整備の遅れを表している。

また、文化、体育施設については、郡内に図書館はなく、体育館を設置しているのは、佐

用郡のみである。さらに、これら四町の老齢化率は、一七・九パーセントであり、県平均

の一〇・三パーセントはおろか、県下町平均の一四・八パーセントをも大きく上回る状況

にある。

県下の均衡ある発展を図り、地方の時代にふさわしい良好な居住環境をつくるには、社会

資本の整備とともに、文化、スポーツ施設の整備が不可欠である。これら施設の整備が遅

れているこの地域を活性化し、定住化を進めるための行政課題は山積しているが、財政基

盤の弱い郡内各町が単独でこれに対処するのは極めて困難であり、県行政に依存するとこ
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ろが大きい。

また、兵庫県では、西播磨四市一〇町について、通産省からテクノポリス地域の指定を受

け、三日月町及び隣接する赤穂郡＜地名略＞と揖保郡＜地名略＞にまたがる二〇〇〇ヘク

タールの西播磨新都市の建設を進めている。テクノポリスは、超ＬＳＩなどのエレクトロ

ニクスや超精密機械などの先端技術を中核とする産業と、研究開発部門、良好な居住環境

を有機的に結合させた「産・学・住」の三つの機能を有する新しい街づくりを進めるもの

で、西播磨新都市全体が完成する昭和七五年には、新たに三万六〇〇〇人がこれら地域に

居住することになつている。

このように、当該地域は、過疎化が進行する経済力の乏しい地域であり、社会資本の整備

を進め、地域の活性化により、人口の定住化を促進するためには、

多くの行政需要をかかえ、財政基盤の弱いこれら四町だけでは、到底これに対応できない

ことや、地域内では、西播磨新都市建設という大プロジエクトが進められ、近い将来、人

口が急増すると見込まれることに加え、地域からの代表確保の要請、県議会議員選出の歴

史的経緯を総合的に勘案して、独立の選挙区として存置することにしたものである。

（２） 域崎郡（日高町を除く ）選挙区。

本選挙区は、昭和二二年四月の戦後第一回の県議会議員選挙では、城崎郡選挙区として定

数が二人配分されていたが、昭和二五年四月に、郡内の町村が合併して豊岡市となり、城

崎郡から分離したため、定数配分は、城崎郡一人、豊岡市一人となつた。それ以降、城崎

郡は定数一人で選挙が実施されてきたが、昭和三七年の県議会議員の定数条例の全面改正

において、城崎郡＜地名略＞の区域が、同郡内の他町の区域と、地勢および交通上、分断

類似の状況にある等の理由により、隣接する出石郡と合併選挙区を構成することになつた

ため、城崎郡選挙区から日高町が分離することとなつたが、議員定数はそのままとされ、

今日まで選挙が行われてきた。

この間の人口を国勢調査でみると、昭和三五年は三万一三二六人（日高町を除く。以下、

同じ 、昭和四〇年は三万〇〇四七人、昭和四五年は二万八一九八人と減少傾向にあり、。）

昭和六〇年には二万六五九六人となり、昭和三五年に比較して、四七三〇人（一五・一パ

ーセント）の減少となつている。このため、昭和五八年四月の選挙時から、配当基数が〇

・

五を下回ることとなり、強制合区規定の対象となつたが、公選法二七一条二項の規定を適

用し、独立の選挙区として存置することとされ今日にいたつている。

城崎郡（日高町を除く ）は、城崎町、竹野町、香住町の三町からなり、北は日本海に面。

し、

南は但馬地方の中心である豊岡市と接する典型的な裏日本式気候の土地で、面積は二七

一・九六平方キロメートルである。

産業については、城崎町は、関西屈指の温泉地で、第三次産業が町内生産所得の九七パー

セント以上、就業者人口の八一パーセント以上を占める観光中心の町である。竹野町及び

香住町は、農林水産業と、海水浴やカニすきを中心とする民宿業が主体となつているが、

漁業については、資源の維持、培養、高次加工を含も市場対応力の強化が課題であり、民

宿を中心とする観光についても、四季型、

滞在型のリゾート地としての展開が必要である。
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各町の財政力は弱く、歳入に占める地方税の割合は、三町平均で、二四・四パーセントと

県下平均の四三・一パーセントはおろか、県下町平均の二七・二パーセントをも下回つて

いる。そのため、佐用郡と同様、地方交付税交付金の歳入に占める割合は、高く、県下町

平均の三〇・三パーセントに対し、城崎町は三四・一パーセント、竹野町は四八・九パー

セント、香住町二九・一パーセントとなつている。

社会資本の整備状況については、町道の改良率において、城崎町九・六パーセント、竹野

町二三・一パーセント、香住町三八・一パーセント、選挙区全体では二七・九パーセント

で、県下町平均の三一・七パーセントをかなり下回つている。また、屎尿衛生処理率は、

、 、 、城崎町で一〇〇パーセント 竹野町で六七・五パーセント 香住町八五・五パーセントと

県下の他町と比べて比較的整備が進んでいる。

文化、体育施設については、図書館はなく、また、体育館は、竹野町と香住町に設置され

ているが、いずれも町立の施設ではない。

兵庫県では、各町の特性に合つた地域活性化を図り、県内の均衡した発展を図るため、昭

和六〇年一二月に、兵庫二〇〇一年計画を策定したが、右計画において、城崎町は、温泉

、 、 、を利用した滞在保養 コンベンシヨン等の機能を備えた広域的観光拠点として 竹野町は

竹野海岸国民休暇村を中心とする四季型観光地として、香住町については、但馬地域はも

とより、山陰地域における中核保養基地と水産加工流通基地として、それぞれ整備を進め

ることにしている。

このように、本地域は、過疎化が進み、社会資本の整備が遅れている地域として、行政需

要が山積していること、財政力の弱いこれらの町にあつては、単独でこれに対処すること

は困難であり、県行政に依存しなければならないこと、さらには、地域からの代表確保の

要請、県議会議員選出の歴史的経緯等を総合的に勘案して、独立の選挙区として存置する

ことにしたものである。

（五） 本件定数条例の適法性

（１） 議員一人当り人口の較差

公選法で定める選挙区別の議員定数は、独立の選挙区とされたところには、配当基数が一

未満であつても、最低限一人の定数配分がされるが、配当基数が一以上の選挙区について

は、当該配当基数の整数値を基礎に、その端数の数値が大きい順に、

議員総定数に達するまで端数を切り上げることによつて算出される。

ところで （二）で述べたように、公選法では、配当基数が〇・五以上一未満の郡市につ、

い

ては、任意合区規定（同法一五条三項）の適用により、独立の選挙区とすることができ、

配当基数が〇・五以上の独立の選挙区であれば、一未満であつても、一人の定数配分がさ

れることとなる。他方、配当基数が一以上の選挙区については、配当基数の端数が大きい

順に切り上げられて定数が配分されるため、配当基数が一・五以上であつても、議員総定

数との関係で、定数が一人しか配分されないことがある。その結果、配当基数が〇・五で

定数一人を配分される選挙区と、配当基数が一・五を超えても、なお定数が一人しか配分

されない選挙区とが生じうることとなり、これらの選挙区間では、議員一人当り人口に一

対三以上の較差が生じうることになる。すなわち、この程度の較差は、県議会が公選法に

定める人口比例原則の例外規定を適用せず、配分規定を機械的に適用して、選挙区ごとの
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議員定数を配分しても生じうることになるのである。

したがつて、その上に、公選法一五条七項但し書の規定を適用したり、同法二七一条二項

の規定を適用するときは、右一対三程度の較差にとどまらず、それ以上の較差を生じるこ

とも、当然予想しうるところである。

この様な公選法の規定の仕方から判断して、法は、相当程度の較差の存在を許容している

ものといわざるをえない。

本件選挙時の兵庫県の議員定数配分における最大較差は、特例選挙区である佐用郡選挙区

と、神戸市西区選挙区との間に存在する四・五二倍である。右較差が憲法及び公選法によ

り県議会に付与された裁量権の行使の合理的範囲内にあることは、明らかである。また、

佐用郡選挙区に、公選法二七一条二項の規定を適用し、特例選挙区とすることの合理的に

ついては （四）の（１）で述べたとおりである。、

（２） なお、公選法一五条三項の適用については、任意合区規定に該当する郡市の区域

がある場合に、これを独立の選挙区とするか、他の郡市の区域と合区するか、合区するな

らば隣接するいずれの郡市の区域と合区するかは、全て県議会において自主的に定めるべ

きことがらであり、同法一五条七項但し書の適用についても、何をもつて特別事情とみる

か、それをどのように考慮するか、

いかなる状態をもつて地域間の均衡が図られているとみるかといつた点は、住民の代表た

る議員により構成される議会が、地方自治の本旨に照らし、政策的判断を含も相当な裁量

権を行使して決定すべきことがらである。

（３） 逆転現象について

逆転現象は、定数配分を人口比例の原則どおりに行えば生じないものであるが、県議会議

員の定数配分は、地域間の均衡を考慮し、非人口的要素を勘案して行えるものであり（公

選法一五条七項但し書 、この場合には逆転現象も生じることになる。すなわち、逆転現）

象

については、それが、人口比例原則に対する例外として法が許容しているものと認められ

る場合について生じたものであるときは、直ちに、定数配分の違法を意味するものではな

い。また、仮に、選挙区ごとの議員定数が、当初、完全に人口比例の原則により定められ

たとしても、社会的、経済的変化の激しい時代にあつては、急激な人口異動が不断に生じ

るため、人口の近接した選挙区間では、容易に逆転現象が生じうることになるが、これを

常に回避しなければならないとすれば、議員定数の改正を頻繁に行わなければならず、安

定的に運用されるべき選挙制度の実態にそぐわないことになる。

本件選挙における議員定数配分については、二七通りの逆転現象が存在するが、これは、

県議会が、人口比例の原則を基本に、地域間の均衡を勘案しつつ、社会的、経済的変化の

、 、激しい時代にあつて不断に生じる人口の異動につき その政治的意味をどのように評価し

政治における安定性の要請をも考慮しながら、これを、いつ、どのような形で選挙制度の

仕組みに反映させるべきか、また、選挙制度の仕組みの変更に当たつて予想される実際上

の困難や、弊害を、どう解決するかなどを、総合的に判断した結果生じたものであり、こ

の程度の逆転現象は、公選法の許容するところである。

（六） 兵庫県議会の対応について

兵庫県議会は、現行の定数配分規定を検討すべく、昭和六一年六月五日、議会内に「議員
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定数等調査特別委員会」を設置し、委員会内に設けられた小委員会を中心に、協議、検討

を行つた結果、定数条例は、現行のままとするのが適当であるとの調査報告をした。県議

会は、この調査報告を受け、現行定数配分規定を改正しないとの判断をしたものである。

県議会は、定数問題を放置していたわけではない。

なお、定数条例を改正するには相当の期間が必要であるが、

本件選挙については、基準とすべき昭和六〇年国勢調査人口が告示されたのが、昭和六一

年七月二一日であり、選挙期日の昭和六二年四月一二日までの期間が極めて短かつたこと

も考慮される必要がある。

（七） 以上のとおり、本件定数条例の議員定数配分規定に存在する議員一人当りの人口

較差、逆転現象は、未だ公選法の許容する範囲を逸脱するものではなく、右条例に基づき

執行された本件選挙は、適法である。

（八） 事情判決の法理の適用

以上の主張が容れられず、現行定数条例が、違憲、違法であるとしても、これに基づく本

件選挙を直ちに無効とすべきではなく、行訴法三一条一項に示された事情判決の法理を適

用して、本件選挙の効力を認め、原告の請求はこれを棄却すべきである。

四 被告の本案前の答弁に対する原告らの反論

被告の主張する本案前の答弁の内容は、これまで本件と同種の多数の訴訟において、決ま

り文句のごとく被告とされた選挙管理委員会が主張しているところと全く同じである。こ

、 、のような本件訴訟と同種の訴訟そのものを不適法とする抗弁が容れられないことは 既に

最高裁判所の判例において判示されているとおりである。原告らは、敢えてその一つ、一

つについて答弁しないが、被告主張の全部について争い、右本案前の答弁の不採用を求め

る。

五 被告の本案の主張に対する原告らの認否及び反論

１ 原告らの認否

被告主張の定数条例改正の経過は、事実として認めるが、その余は、原告主張の請求原因

の記載に反する部分を争う。

２ 原告らの反論

（一） 選挙制度と立法裁量

選挙権の行使は、特定の選挙制度に従つて行われるものであり、どのような選挙制度をと

るかについて、国会、地方議会に、一定の立法裁量の余地のあることは否定できないが、

一般に選挙制度といつても、さまざまなレベルの問題があり、そのレベルに従つて、立法

裁量の範囲と、それを覇束する憲法原則は、一様ではない。例えば、どのような代表制度

をとるか、どのような投票方法をとるか等については 「議会は、国民（県民）の政治意、

志

。」 （ 、の縮図でなければならない という現代国民代表性についての憲法上の制約 憲法前文

一条、四三条一項）に服する他は、裁判所との関係での立法裁量の余地は、比較的広いと

いうことができる。

次ぎに、選挙区制をとる場合に、その大きさないし単位をどのようにするか、

議員の総定数を何人にするかというレベルの問題があるが、ここでも、それが政治的縮図

の作り方にかかわる限りでは、立法裁量の余地を比較的広く考えることができるが、それ
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が選挙権の平等という個人の権利にかかわる場合には、立法裁量の余地は、限定されたも

のになり、さらに、具体的な選挙区の決定と、そこへの議員定数の配分というレベルの問

題については、投票価値の平等という憲法上の要請が、最も重要でかつ基本的な原則とし

て強く働き、立法裁量の余地は、極めて限定されたものでしかなく、立法者は、可能な限

り、投票価値の平等を実現するように義務づけられているのである。

被告は、代表民主制のもとにおける地方議会の選挙制度は、そこに論理的に要請される一

定不変の形態が存在するわけではないとし、議会の広範な立法裁量権を主張して、投票価

値の平等という憲法上の要請を軽視するが、それは、前記のような様々なレベルの問題を

混同するものであつて、選挙制度に対する立法裁量を認めることと、投票価値の平等の要

請とは矛盾するものではない。

（二） 地方自治における民主主義

被告は、地方自治は民主主義の根幹あり、国の関与をできるだけ排除し、地方の行政は、

その構成員である住民自らの手で処理させることを基本に、住民が選んだ首長と議会を中

、 、 、 、心として 自主的に運営されるべきであると主張するが これは 地方公共団体の議会に

自由に、定数、選挙区及び選挙区別定数を決定する裁量権を与えたことを意味しない。か

えつて、民主主義の根幹であるからこそ、地方自治体は、民主主義の最低条件である選挙

に関する憲法上の諸原則を厳格に実施すべきである。

次ぎに、被告は、首長が住民全体を選出基盤とするのであるから、これに対応する議会議

員の選挙についても、地域的にまとまりのある選挙区を設定し、その地域代表的性格をも

保有せしめる制度とするのが最も好ましいと主張する。確かに、議会議員を地域的にまと

まりのある選挙区を単位として選出することは、議員と住民との密接な結び付きを確保す

る手段として一つの好ましい立法政策であるし、その様にして選出された議員が、地域住

民の利害や意見を代表する役割を果たすことも、一概に否定されるべきこととはいえない

が、このことと、選挙制度として地域代表的制度をとることとは、別のことがらであり、

現行公選法が地域代表的制度をとつていない以上、

被告の右主張には、論理の飛躍がある。

また、被告は、選挙制度を考えるに当たつては、政治における安定の要素を考慮しなけれ

ばならないと主張するが、それが、安定した執行部の創設を意味するとすれば、地方公共

団体においては、首長について、いわゆる大統領制を採用しているのであるから、考慮す

る必要のない要素であるし、それが、選挙区を頻繁に変更することが望ましくないことを

意味するとしても、これは、定数是正のために議会に許される合理的期間にかかわる問題

であつて、人口比例原則の緩和を合理化する根拠にはならない。

（三） 公選法の解釈

（１） 憲法上の原則の具体化

公選法一五条は、その一項で 「都道府県の議会の議員の選挙区は、郡市の区域による 」、 。

と定め 二ないし四項及び六項で その選挙区の設けかたを指示し さらに 七項で 各、 、 、 、 、「

選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定

めなければならない 」と規定している。これらの規定の基本的趣旨、枠組みは、次の四。

点

である。
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（１） 「選挙区選挙」都道府県議会議員については、地域住民との密接性を確保して、

住民の意思や利害が正しく議会に反映されるように、選挙区単位で選出される。

（２） 「郡市単位選挙」わが国の過去における選挙のありかたを尊重し、かつ、ゲリマ

ンダリング等の恣意的な選挙区割りを避けるため、選挙区の基本的な単位は、郡市とすべ

きこととする。

（３） 「人口比例原則」選挙区単位で議員を選出する場合には、選挙人の投票価値の平

等、すなわち人口比例原則を、最も重要、かつ、基本的な原則とする。

（４） 「自主立法」具体的な選挙区割り、定数配分は、都道府県が自主的に条例で定め

ることとする。

これを選挙に関する憲法上の原則との関連でみると （１）については、立法者に広範な、

立

法裁量の余地が認められるべきであるが （３）については、投票価値の平等という憲法、

上

、 。（ ） 、の原則的要請を法律上具体化したものであり 立法裁量の余地はない ２ については

選挙区の基本的単位を郡市とするか、市町村とするかのレベルでは、国会に立法裁量の余

地がかなり認められるが （３）の投票価値の平等を侵害する裁量の余地はない （４）、 。

は、

憲法上の地方自治の保障に基づく当然の規定であるが、都道府県議会が、具体的な選挙区

割り、定数配分を決定するに当たつては、

（１）ないし（３）に拘束されることはいうまでもない。

公選法上の都道府県議会議員選挙にかかわる諸規定は、選挙に関する憲法上の諸原則に則

り、それを法律上具体化した右（１）ないし（４）の趣旨に基づいて、体系的に解釈しな

ければならない。とりわけ、具体的に問題となるのは、右（３）の原則である。公選法一

五条七項本文は、文理上、一定の選挙区割りを前提に、人口に比例した議員定数配分を要

求する形になつているが、人口比例原則の憲法上の意義、及び、それを法律上具体化した

立法者の基本的政策決定態度に鑑みると、人口比例原則は、選挙区への定数配分のみなら

ず、具体的な選挙区割りをも拘束する原則であるといわなければならない。

（２） 公選法一五条二項、三項について

被告は、公選法一五条二項、三項の規定をもつて、同法が、一対三程度までの定数較差を

許容する趣旨であると主張するが、このような理解は、憲法及び公選法の体系的、原理的

な解釈にそぐわない。

同条項の規定は、憲法上の原則的要請であるとともに、立法者が、最も重要、かつ、基本

的要素としたところの、人口比例原則、すなわち、投票価値の平等に反する結果をもたら

すものであつてはならない。投票価値の平等を達成するには （１）議員の総定数の増員、

を

図るか （２）定数の再配分を図るか （３）選挙区割りの変更をするか、のいずれかに、 、

よ

ることになるが、憲法及び公選法は、地方議会に、これらのいずれかの方法によつて、投

。 、 、票価値の平等を実現することを義務づけているのである もつとも 地方自治法九〇条が

都道府県議会の議員の定数の上限を定め、また、公選法一五条一項が、選挙区を「郡市の
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」 、（ ）、（ ） 。 、区域による と定めているところから １ ２ の方法には限界がある したがつて

公選法は、地方議会が自主的に選挙区割りを変更する手段を与えなければならず、そのた

めの規定が、同法一五条三項の任意合区の規定である。すなわち、同法一五条三項の任意

合区規定は、憲法及び公選法が、強く要請し、義務づけている投票価値の平等を、地方議

会が、自主的に実現することができる手段を保障するための規定であつて、この規定をも

つて、合区するか否かについての自由裁量権を地方議会に委ねたものと解することはでき

、（ ）、（ ） 、 、ず １ ２ の手段をもつてしても 投票価値の平等を実現しえないにもかかわらず

合区しない場合には、

合区することのできない「特別の事情」が立証されなけばならないと解される（同法一五

条七項但し書参照 。）

同法一五条二項の強制合区規定も、地方議会の自主的な努力を尊重するための規定であつ

て （１ （２）の手段を用いても、一対二以上の較差を生じることが、数値の上からも、 ）、

明

白になるまでは、地方議会の自主性を尊重し、選挙区割りの判断についての地方自治に国

が介入するのを差し控える趣旨の規定と解することができる。

（３） 公選法二七一条二項について

同法一五条二項の強制合区の規定を「当分の間」排除できることを規定している同法二七

一条二項のいわゆる特例選挙区の規定は、より厳密な解釈を必要とする。地方議会の裁量

、 、 、により 自由に特例選挙区とすることができるならば 憲法の要請する投票価値の平等は

無に帰するも同然だからである。同法二七一条二項の適用にあたつては、島部選挙区のよ

うに、地理的に極めて特殊な状況にあつて、合区することが著しく困難な選挙区であるな

どの特別の理由が示されなければならない。

このことは、本条項の立法経過からみても明らかである。本条項は、昭和三七年に新設さ

れ、同四一年に改正されて現行の規定になつたものであるが、新設時には、島部選挙区に

適用を限定していたのであつて、その基本的な性格は、改正後も変わつていないというべ

きであり、過疎地域であることによる行政需要の必要性のみを特例選挙区とした理由に挙

げる被告の主張は、同法二七一条二項の適用に際して要求される特別な理由として不十分

である。

（４） 公選法一五条七項但し書について

一 般に、但し書は、本文の定める原則に対する例外を定めるものであるから、原則を緩

和することになるのは当然であるが、同時に、原則を著しく離れることはできないという

本質的制約がある。同法一五条七項本文は、二つの意味を持ち、但し書もそれに応じた二

つの意味を有している。

第一に、同法一五条七項は、憲法上の投票価値の平等の要請を、公選法上具体化し、強く

要求している規定である。したがつて、同法一五条七項の要求する人口比例の原則は、単

に選挙区割りを前提とした上で、定数配分が人口に比例して行われるべきことのみを要求

するものではなく、選挙区割り自体をも、その射程距離内に含むものである。配当基数に

基づき、正確に定数を配分しても、投票価値の不平等が生じる場合には、地方議会は、

前記（１ （２）の手段を活用して投票価値の平等の実現を図るべく義務づけられてい）、

る。
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この場合の但し書の意義については、前記同法一五条三項の解釈で述べたとおりである。

第二に、同法一五条七項は、具体的な選挙区割りを前提にした上で、議員定数配分が正確

に人口に比例して行われるべきことを要求している。この場合、但し書は、人口比例原則

に対する例外を許容する規定となるが、次の三要件を充たす場合にのみ、例外が許容され

る。まず （１ 「特別の事情」があることであり、議会は、右「特別の事情」があるこ、 ）

と

を立証しなければならない。次に （２ 「地域間の均衡を考慮」した結果であることで、 ）

あ

り、これも、議会がどのように考慮したかを立証しなければならない。さらに （３ 「お、 ）

おもね人口を基準」としていることが必要である 「おおむね人口を基準」としなければ。

な

らないのであるから （１ （２）を考慮した結果であつても、一対二以上の較差の存在、 ）、

は、

正当化されえない。一人二票を投票する効果を持つ選挙区が存在することは、人口比例原

則の極めて重大な侵害であり、原則の例外として許容できるものではないからである。ま

た、但し書が、配当基数に基づく正確な定数配分に対する例外であるとしても 「おおむ、

ね

人口を基準」としなければならないのであるから、配当基数の整数値の定数配分は確保さ

れなければならない。

以上、いずれにしても、但し書の規定をもつて、一対二以上の較差の存在を正当化するこ

とはできない。但し書の規定は、議会の怠慢を正当化するものではない。被告は、本件選

挙において、配当基数による配分定数を下回る選挙区が七選挙区、うち、配当基数の整数

値すら確保しえない選挙区が四選挙区存在することの正当化事由について、なんら言及す

ることがない。

（５） 公選法一五条二項、三項、七項但し書及び二七一条二項の規定は、以上のように

解釈されてこそ、はじめて、憲法に違反しないものであるということができる。

被告主張のように、公選法一五条二項、三項の規定により、同法が三倍までの較差を認め

ていると解したり、同法二七一条二項の規定は、さらにそれ以上の較差をも是認している

と解するのは、憲法に適合する解釈といえず、仮に、そのようにしか解釈できないとすれ

ば、これら諸規定は、違憲、無効な規定といわざるをえない。

（四） 本件選挙における特例選挙区について

被告は、佐用郡選挙区と城崎郡（日高町を除く ）選挙区は、公選法二七一条二項の適用。

さ

れる特例選挙区であるから、現行の定数較差は、合法であると主張する。しかし、前述の

とおり、特例選挙区の規定は、憲法、公選法の強く要求する人口比例原則に対する重大な

例外であつて、同条項を適用したからといつて、そのこと自体から、定数較差を合法とす

ることはできない。

（１） この二選挙区を特例選挙区とする事情として、被告が主張するところは、いわゆ

る行政需要論、地域からの代表確保の要請、選挙区としての歴史的経緯に尽きるが、これ

らの事情は、この二選挙区に特有なものとして主張しているわけではなく、また、特有の
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ものとして認めるべき根拠もない。前述のごとく、特例選挙区は、人口比例原則の例外で

あるから、離島である等、他の選挙区と合区することのできない、当該選挙区に特有の事

情が立証されない限り、公選法二七一条二項を適用することは許されない。佐用郡選挙区

にも、城崎郡（日高町を除く ）選挙区にも、そのような事情は存在しない。。

（２） 公選法二七一条二項は、右のように解しない限り、憲法一四条に違反するといわ

なければならないが、仮にそうでないとしても、公選法二七一条二項は 「当分の間」と、

い

う限定づきで特例選挙区の存在を許容しているにすぎない。これは、急激な過疎化に対処

するための時間的な余裕を地方議会に与える趣旨と解することができないではないが、国

勢調査結果によれば （別表「人口増減表」参照 、佐用郡選挙区、城崎郡（日高町を除、 ）

く ）。

選挙区は、共に、戦後一貫して徐々に人口が減少してきた地域であり、その結果として、

佐用郡選挙区は、昭和五〇年国勢調査結果の判明した時点から、また、城崎郡（日高町を

除く ）選挙区は、昭和五五年国勢調査結果の判明した時点から、いずれも、配当基数が。

〇・

五を下回る強制合区対象選挙区となつていた。それ以来、本件選挙時まで、それぞれ一二

年及び七年が経過し、県議会議員選挙も、佐用郡で三回、城崎郡（日高町を除く ）で二。

回

行われている。

右両選挙区は、強制合区対象選挙区となる以前から、他の選挙区との間で大きな定数較差

を生じていた。例えば、昭和四五年国勢調査結果によれば、川西市、川辺郡選挙区の議員

一人当り人口が、佐用郡選挙区の三・五七倍、城崎郡（日高町を除く。

）選挙区の三・三四倍に達していたのをはじめ、佐用郡選挙区との較差が二倍以上の選挙

区が、四四選挙区中一九選挙区あり、城崎郡（日高町を除く ）選挙区との較差が二倍以。

上

、 （ 、 （ ）の選挙区が 一四選挙区に達していた 昭和四六年選挙時における較差状況は 別表 ３

のとおり 。両選挙区の徐々にではあるが、一貫した人口減少傾向に注意して、兵庫県議）

会

が、公選法一五条三項の任意合区規定を活用するなどの有効な対策を講じておけば、今日

のような極端な定数の較差を生じることはなかつたはずである。

したがつて、仮に、両選挙区を公選法二七一条二項の特例選挙区とすることができるとし

ても、同条項のいう「当分の間」という時間的余裕は、すでに経過しているといわなけれ

ばならない。

以上のとおり、佐用郡選挙区及び城崎郡（日高町を除く ）選挙区の本件選挙時における。

定

数較差は、公選法二七一条二項を適用することによつて、合理化することができない。

（３） 本件選挙時における佐用郡選挙区及び城崎郡（日高町を除く ）選挙区を基準に。

し

た較差は、次のとおりである。

（１） 対佐用郡選挙区較差
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最大四・五二倍（西区選挙区）

較差二倍以上 二五選挙区

較差三倍以上 一一選挙区

（２） 対城崎郡（日高町を除く ）選挙区較差。

最大四・一七倍（西区選挙区）

較差二倍以上 二二選挙区

較差三倍以上 八選挙区

（五） 特例選挙区以外の選挙区について

前述のように、佐用郡選挙区及び城崎郡（日高町を除く ）選挙区を公選法二七一条二項。

所

、 、 、定の特例選挙区とすることは 本来許されないところであるが この両選挙区を除いても

現行定数条例は、憲法、公選法上許容しえない大きな較差を生じさせている。

本件選挙時における、飾磨郡選挙区及び美方郡選挙区を基準とした較差は、次のとおりで

ある。

（１） 対美方郡選挙区較差

最大三・五〇倍（西区選挙区）

較差二倍以上 一五選挙区

較差三倍以上 二選挙区

（２） 対飾磨郡選挙区較差

最大三・八二倍（西区選挙区）

較差二倍以上 一九選挙区

較差三倍以上 七選挙区

（六） 本件定数条例の違法性

被告は、公選法は、選挙区間の一対三程度の較差を許容する趣旨であると主張するが、憲

法及び公選法の人口比例原則に関する諸規定の趣旨は、総定数の増加、定数の再配分、任

意合区規定の活用によつて、

定数較差を一対二以内に収めることを強く要求するものである。本件定数条例は、次に述

べるように、公選法の規定に従つた定数配分をせず、また、県議会が、同法の規定の趣旨

に従うべく可能な努力をしてきたともいえない。

（１） 佐用郡選挙区及び城崎郡（日高町を除く ）選挙区が、強制合区対象選挙区であ。

る

にもかかわらず、合区しないまま放置してきた。

（２） 飾磨郡選挙区が、昭和四五年国勢調査結果の判明した時点から昭和六〇年国勢調

査結果の判明した時点まで、強制合区対象選挙区であつたにももかかわらず、これを放置

してきた。

（３） 配当基数により必要とされる議員定数と配分された定数の異なる選挙区が、四六

（ 、選挙区中一三選挙区 配当基数による定数より現実の定数が一人少ない選挙区が七選挙区

逆に一人多い選挙区が五選挙区、二人多い選挙区が一選挙区）ある。

（４） 地方自治法上、兵庫県議会の議員の総定数の上限は、一〇七人であるにもかかわ

らず、現実の議員定数は、右法定数を大きく下回つた九一人にとどめられている。
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（５） 総定数を低くおさえるなら、任意合区規定を活用して人口比例原則を実現するべ

きであるのに、昭和四一年に定数条例を制定して以来、一度も合区をしたことがない。

（七） 逆転現象

本件選挙時における本件定数条例によれば、逆転現象が二七通り存在すること、それが人

口比例原則を、根本的に無視、否定するものであることは、さきに述べたとおりであり、

公選法が、これを予定するものでないことはいうまでもない。地方議会議員選挙につき公

選法は、人口比例原則を強く要求している。もつとも、公選法一五条七項但し書を適用し

た場合、いくつかの選挙区間で逆転が生じることがないではないが、その場合にも 「お、

お

むね人口を基準とし」なければならないから、配当基数の整数値を確保したうえで、小数

点以下の微調整の段階での逆転にとどまらなければならず、また 「特別事情」の存在と、

「地

域間の均衡を考慮」したことが立証されなければならない。

本件選挙時における本件定数条例のもとでの逆転は、これらの条件のいずれをも満たして

いない。

（八） 定数是正のあり方について

兵庫県議会議員選挙の場合、現行の選挙区割りを前提にする限り、議員総定数を一〇七名

にしても、二倍以上の較差を生じることは明らかである。したがつて、人口の少ない選挙

区の合区をすることが、

避けられない課題となつてくる。原告の試算するところによれば、佐用郡を揖保郡と、城

崎郡（日高町を除く ）を美方郡と、飾磨郡を神崎郡と、それぞれ合区すれば、議員総定。

数

、 。 、を九八名と増加することにより 最大較差を二倍以内に収めることが可能である しかも

この場合、佐用郡、揖保郡両選挙区は、従来それぞれ一名の議員を選出していたところ、

合区によつても、二名の議員を選出することができ、飾磨郡、神崎郡両選挙区についても

同様である。城崎郡（日高町を除く 、美方郡両選挙区が、合区によつても、一名の議。）

員

、 「 」 （ （ ）しか選出できないことを除けば 被告のいう 地域代表の確保 も可能である 別表 １

参照 。）

、 、 、 、 、 、 、さらに 養父郡 多可郡 加東郡 出石郡 日高町 朝来郡などの各選挙区を合区すれば

議員総定数を九一名に据え置いたままでも、較差を二倍以内にすることが可能である（別

表（２）参照 。）

（九） 是正のための合理的期間について

違憲、違法な状態にある定数配分を是正するための合理的な猶予期間が議会に認められる

ことは、いうまでもないが、本件の場合、右合理的な猶予期間がすでに徒過していること

は、さきに、原告が述べたとおりである。

なお、昭和四六年実施選挙時から同五八年実施選挙時までの各選挙実施時における較差の

状況は、次のとおりである。

（１） 昭和四六年選挙時（同四〇年国勢調査人口による ）。

対飾磨郡 最大較差 二・八二倍
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較差二倍以上 一八選挙区

較差三倍以上 な し

逆転現象 なし

（２） 昭和五〇年選挙時（同四五年国勢調査人口による ）。

対飾磨郡 最大較差 一二・九五倍

較差二倍以上 二四選挙区

較差三倍以上 二選挙区

逆転現象 四通り

特例選挙区とされた飾磨郡選挙区を除いた場合

対佐用郡 最大較差 三・五七倍

較差二倍以上 一九選挙区

較差三倍以上 一選挙区

選挙時に基準とすべき人口については、原則として、官報で公示された最近の国勢調査の

結果によることとされているが、官報で公示された人口の調査期日以後に、指定都市の区

が新たに画され、又は、区の区域が変更されたときなどは、地方自治法施行令一七七条の

規定によつて、都道府県知事が告示した人口を用いることとされている（公選法施行令一

四四条 。）

昭和五〇年選挙における神戸市北区及び同市兵庫区の両選挙区の基準とすべき人口として

は、昭和四八年八月一日に北区が兵庫区から分離して新設されたため、右規定に基づき、

兵庫県知事が昭和四八年八月一五日付で告示した人口（北区一〇万六一〇一人、兵庫区一

六万三三四一人）を用いることになるが、他の選挙区について、昭和四五年国勢調査の人

口により、右両選挙区についてのみ昭和四八年の人口を用いることは、全体を比較するう

えでの整合性をもちえないので、右両選挙区についても、昭和四五年国勢調査人口を、昭

和五〇年一〇月一日現在の境界により組替えた人口を用いた。

（３） 昭和五四年選挙時（同五〇年国勢調査人口による ）。

対飾磨郡 最大較差 三・六五倍

較差二倍以上 二三選挙区

較差三倍以上 六選挙区

逆転現象 一二通り

特例選挙区とされた佐用郡、飾磨郡各選挙区を除いた場合

対城崎郡（日高町を除く ）。

最大較差 三・三〇倍

較差二倍以上 一八選挙区

較差三倍以上 二選挙区

なお、同年実施選挙時における人口及び較差の状況は、別表一記載のとおりである。

（４） 昭和五八年選挙時（同五五年国勢調査人口による ）。

対佐用郡 最大較差 一二・六九倍

較差二倍以上 二五選挙区

較差三倍以上 八選挙区

逆転現象 二一通り
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特例選挙区とされた佐用郡、城崎郡（日高町を除く 、飾磨郡各選挙区を除いた場合。）

対美方郡 最大較差 二・八〇倍

較差二倍以上 一三選挙区

較差三倍以上 な し

なお、同年実施選挙時における人口及び較差の状況は、別表二記載のとおりである。

（一〇） 本件選挙の効力

（１） 兵庫県議会議員選挙に関する現行定数条例が、違憲、違法であることは、明らか

であり、憲法が国の最高法規であることを定める憲法九八条一項の規定や、条例は法律の

範囲内で定めることができるとする憲法九四条の規定からすれば、違憲、違法な現行走数

条例は、無効なものとして、その効力を否定され、無効な現行定数条例に基づいて行われ

た本件選挙も、無効なものとして、その効力が否定されるべきことは当然である。

ところで、投票価値の平等が憲法の要請するところであることを明確にした、最高裁昭和

五一年四月一四日大法廷判決（民集三〇巻三号二二六頁）は、当該衆議院議員選挙におけ

る定数配分を違憲としながら、

行訴法三一条一項のいわゆる「事情判決」の規定に含まれる法の基本原則の適用により、

選挙自体は有効とした。そして、これまでの定数不均衡訴訟においても、その定数配分が

違憲、違法とされながら、選挙自体は、有効とする事情判決が行われてきた。

右昭和五一年四月一四日の最高裁判決が、定数配分不均衡を違憲とした時点では、当該選

挙を無効とすることにより、憲法上所期するところに反する結果を招来することを考慮し

ただけでなく、定数不均衡についての裁判所の判断が十分に明らかにされていなかつたこ

とをも配慮して、右事情判決がされたと思われるが、右判決以後、一〇年余を経過し、数

多くの判決があつたことにより、議会も、裁判所の判断を十分に知りうる状況になつた。

、 、このような状況のもとでは 第一回目には事情判決をすべきであるとの配慮をする必要は

もはや失われたというべきである。

このような観点からすれば、定数配分不均衡状態が長期にわたつて継続し、不均衡状態に

大きいものがあり、議会の是正のための努力が殆どなされず、将来の是正の可能性も認め

られない場合には、裁判所は、もはや事情判決をすることなく、最初から、選挙が無効で

あるとの判決をするべきである。

（２） 本件県議会議員選挙についてみるに、その定数配分は、少なくとも一〇年を超え

て違憲、違法な状態が継続し、その最大較差四・五二倍は、本件選挙実施時点において四

七都道府県中三位であり、県議会は 「議員定数等調査特別委員会」を設置して検討した、

が、

定数条例は、現行のままで良いとして、なんらの是正をしなかつた。前述のとおり、本件

選挙実施時以前において、既に定数配分不均衡訴訟の判決は多数あり、地方議会議員選挙

についても、三件の最高裁判決があつた。また、市民団体の要望書、請願の提出が再三に

わたり、行われていたのであつて、このような事情を勘案すると、本件訴訟においては、

単に、現行定数条例が違憲、違法であることを宣言するにとどまらず、選挙無効判決をす

べきものである。

定数不均衡訴訟においては、定数条例自体が違憲、違法であるために、選挙が無効となる

のであるから、再選挙を実施するには、定数条例自体の改正をしなければならないが、公
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選法三四条一項によれば、地方議会議員の再選挙は、判決確定後五〇日以内に実施される

べきものとされ、この期間内に条例改正を行い、再選挙を実施することは、多少、

困難であるとはいえ、議会が十分な努力をすれば不可能なこととはいえない。

（３） また、憲法、公選法の精神は、本来、議会自らが、常に、配分規定が適正である

か否かを検討し、十分な努力をすることによつて、適法、妥当な改正をすることを期待し

ていると解すべきであるから、いわゆる「期限付無効判決 「将来効判決」をすること」、

も

可能である。すなわち、選挙無効を宣言しながら、その効力の発生を九〇日後にすること

により、議会に、条例改正のための時間的猶予を与えるのである。この場合、公選法の規

定に反することとなるが、定数不均衡訴訟については、基本的な政治的権利である選挙権

の救済のために、議会の是正を確実に可能にするという見地から認められるべきである。

このように、裁判所が、議会に対して時間的猶予を与えたのに、議会が、条例の改正を行

わないという事態が生じた場合には、裁判所が作成した定数配分表に基づいて再選挙を実

施すべく、そのために、裁判所は、主文において選挙の無効を判示するのみならず、申立

により、当事者から示された配分規定に基づき、適法な配分規定を判示する権限と責任が

あるというべきである。

原告らは、既に、最小限の是正によつても、較差を二倍以内に収めることができる配分表

（ （ ）、（ ）） 、 、 、別表 １ ２ を示しているが 本件訴設において 原告らが問題にしているのは

選挙制度のありかたは、住民の意思が公正に議会に反映されることを確保するものでなけ

ればならないということにある。このような観点にたつて、二倍以内への較差是正を行う

とすれば、議員定数の法定数への引き上げ、一人区の解消、任意合区規定の活用による定

数配分が必要である。このような観点にたつて定数配分したものが別表（４）の配分表で

ある。

（４） 選挙を無効とすることによつて生ずる結果について、国会議員選挙の場合には、

憲法が議院内閣制を採用しているところから、内閣の存在の正当性に疑義が生じるが、地

方公共団体においては、首長は、住民の直接公選によつて選出されており、議会議員選挙

の有効性にかかわりなく正当に存続しうる。すなわち、地方議会議員の選挙が無効になる

ことによる地方公共団体の組織、運営における弊害は、国会議員選挙が無効になる場合に

比して、その弊害の程度は、少ないと考えてよい。

（５） 原告らは、裁判所が、本件につき、単に違憲、違法を宣言するのみならず、

本件選挙無効の判決を言い渡されんことを求めるものである。

六 原告らの反論に対する被告の認否及び主張（再反論）

１ 被告の認否

（一） 別紙佐用郡、城崎郡（昭和四〇年以降は日高町を除く ）の人口増減表について。

は、

人口数という観点からは認める。

（二） 本件選挙時における佐用郡及び城崎郡（日高町を除く ）選挙区を基準とした較。

差、

右両選挙区を除き、飾磨郡選挙区及び美方郡を基準とした場合の較差の数値が、いずれも

原告主張のとおりの数値であること、昭和四六年選挙時（同四〇年国勢調査人口による）
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における対飾磨郡最大較差は二・八二倍、較差二倍以上の選挙区は一八、較差三倍以上の

選挙区及び逆転現象がなかつたことは、いずれも認める。

（三） 選挙時に基準とされる人口は、原則として、官報で公示された直近の国勢調査の

結果によることとされているが、官報で公示された人口の調査期日以後に、指定都市の区

が新たに画され、または、区の区域が変更されたときなどは、地方自治法施行令一七七条

の規定によつて、都道府県知事が、告示した人口を用いることとされていること（公職選

）、 、挙法施行令一四四条 昭和四八年八月一日に北区が兵庫区から分離して新設されたため

同条の規定によつて、兵庫県知事が昭和四八年八月一五日付で両選挙区の人口を、北区・

一〇万六一〇一人、兵庫区・一六万三三四一人と告示したことは原告ら主張のとおりであ

る。したがつて、基準とされる人口としては右告示にかかる人口を用いるべきであり、右

人口を基準とすれば、昭和五〇年選挙時における、対「飾磨郡選挙区」較差二倍以上の選

挙区は、二五選挙区であり、逆転現象は、三通り、対「佐用郡選挙区」較差二倍以上の選

挙区は、二〇選挙区である。その余の昭和五〇年選挙時の較差、逆転現象等の数値が原告

主張のとおりであることは認める。

（四） 昭和五四年選挙時の較差及び逆転現象の数値が原告主張のとおりの数値であるこ

と。別表一（昭和五四年選挙時）記載の数値は認める。

（五） 神戸市西区は、昭和五七年八月一日に同市垂水区から分離して新設されたため、

昭和五八年実施の選挙時における垂水区、西区の両選挙区の基準とすべき人口は、前記の

とおり、地方自治法施行令一七七条の規定によつて、兵庫県知事が昭和五七年八月一三日

付で告示した人口（垂水区・二一万〇七八九人、西区・八万八九一一人）を用いることに

なる。

したがつて、別表二（昭和五八年選挙時）記載の数値中、垂水区及び西区の両選挙区に関

する部分を否認し、その余は認める。右基準とすべき人口によれば、議員一人当りの人口

は、垂水区が七万〇二六三人、西区が八万八九一一人であり 「佐用郡選挙区」を一とし、

た

較差は、垂水区が二・八二倍、西区が三・五七倍である。

（六） 昭和五八年選挙時の較差、逆転現象の数値が原告主張のとおりの数値であること

は認める。

（七） なお、別表（１ （２ （４）に記載の数値は不知。） ）

（八） 以上の外、原告の反論の主張は争う。

２ 被告の主張（再反論）

（一） 「期限付無効判決」及び「将来効判決」について

原告らは 議会に定数条例改正のための時間的猶予を与えるため 期限付無効判決 将、 、「 」、「

来効判決」を認めるべきであると主張する。

しかしながら、かかる判決は、現行の公選法に根拠となる規定がなく、これを認める余地

がない。

さらに 「期限付無効判決 「将来効判決」がいい渡された場合においても、定数配分規、 」、

定

の改正が必要であり、結局、原告らの請求の目的を達成するための再選挙は、不可能であ

るといわざるをえない。
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すなわち、裁判所が選挙無効の効力の発生を猶予した一定期間内において、議会は、定数

条例の改正を行うことになるが、無効とされた六選挙区の議員数を増加せざるをえず、地

方自治法九〇条四項及び公選法の諸規定に抵触することになり、結局、改正後の定数配分

規定による選挙を施行することができるのは、現行法上、次の一般選挙をまたなければな

らず、原告らの請求に適合する再選挙はできない。

（二） 裁判所による定数配分規定の判示について

原告らは、裁判所が議会に時間的猶予を与えたにもかかわらず、定数配分を行わないこと

を想定して、裁判所は、当事者から示された配分規定に基づき、適法と考える定数配分を

予め判決で示しておくことも考えられると主張するが、定数配分規定の作成は、まさに、

議会の立法裁量に属することであつて、裁判所が、議会により制定された定数配分規定に

つき、違憲性、違法性の判断をするにとどまらず、判決で適法と考える定数配分規定を判

示することは、司法権の範囲を逸脱したものである。

（三） 選挙無効の場合における地方公共団体の組織、運営上の弊害について

原告らは、選挙無効とされたことによる地方公共団体の組織、運営における弊害は、

国会議員選挙の無効の場合に比して、その程度が少ないと主張するが、仮に、定数配分規

定が無効とされ、選挙が全て無効となつた場合には、地方公共団体においては、議会が一

院制であるため、議員が全て失格し、議会そのものが存在しなくなるため、議会を欠いた

状態で運営しなければならなくなり、その機能は、麻痺状態に陥ることは明らかである。

また、仮に、選挙の一部が無効とされた場合には、議員の一部が資格を奪われることにな

、 、 、り 当該選挙区の議員が欠けることになつた地方議会は その機能が停止されないまでも

不正常な状態に陥ることは疑いなく、殊に、都道府県議会については、その地域代表的性

格からしても、団体意思決定機関としての役割を果たすことができなくなるため、地方公

共団体の運営についての弊害は多大である。

いずれの場合においても、地方公共団体の組織、運営における弊害は、首長が直接公選さ

れていることによつて少なくなるものではなく、重大であるといわなければならない。

第三 証拠（省略）

○ 理由

一 請求原因１、２の各事実、すなわち、原告らは、本件選挙の別紙選挙区目録記載の各

選挙区における選挙人であり、被告は、本件選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会

であること、原告らは、昭和六二年四月二〇日、被告に対し、本件選挙が憲法、公選法に

違反する本件定数条例（配分規定）に基づき施行されたものであるから、無効であるとし

て異議申出をしたが、被告は、同年五月一二日、これを却下するとの本件決定をし、翌一

三日、原告らに決定書を交付したことは、いずれも当事者間に争いがない。

二 本件訴えの適法性

１ 被告は、地方公共団体の議会の議員の定数配分を定めた条例の規定自体の違憲、違法

を理由とする右議員の選挙の効力に関する訴訟は、公選法の予定するところではなく、原

告らが同法二〇三条の規定による訴訟として提起した本訴は、違法であり、このような訴

、 、訟において 定数配分規定を是正する権限をもたない選挙管理委員会には被告適格がなく

いずれにしても本訴は、不適法であつて却下を免れない、と主張する。

しかしながら、定数配分規定自体の違憲、違法を理由とする地方公共団体の議会の議員の
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選挙の効力に関する訴訟が、公選法二〇三条の訴訟として許されることは、最高裁判所の

判断（昭和四九年（行ツ）第七五号同五一年四月一四日大法廷判決・民集三〇巻三号二二

三頁、

昭和五六年（行ツ）第五七号同五八年一一月七日大法廷判決・民集三二七巻九号一二四三

頁、昭和五九年（行ツ）第三三九号同六〇年七月一七日大法廷判決・民集三九巻五号一一

〇〇頁）の趣旨に徴して明らかであり（昭和五八年（行ツ）第一一五号同五九年五月一七

日第一小法廷判決・民集三八巻七号七二一頁参照 、この点に関する当裁判所の見解も、）

右

最高裁判所判決の説示するところと同一であるから、被告の右主張は、採用することがで

きない。

２ 被告は、地方自治法九〇条四項によれば、都道府県議会議員の定数の変更は、一般選

挙の場合でなければできないとされ、論理上、選挙区別定数の変更もまたこれと同様に解

され、したがつて、都道府県議会議員については、たとえ定数配分規定を改正したとして

も、次の一般選挙の場合でなければ、改正規走に基づく選挙を行うことができないから、

選挙を無効としたところで、是正された定数配分規定に基づく再選挙の実施は、次の一般

、 、 、選挙の時まで 現行法上不可能であり このような是正不可能なことを目的とする訴えは

訴えの利益を欠く不適法なものとして却下を免れない、と主張する。

しかしながら、公選法二〇三条による訴訟は、違法に施行された選挙の効力を失わせ、速

やかに当該選挙に関する瑕疵を是正し、改めて適法な選挙を施行させることを目的とする

ものであるから、当該選挙により選出された議員の任期内でなければその目的を達し得な

いことはいうまでもなく、たとえ、選挙に関する瑕疵（違憲、違法な定数配分規定）を是

正しても、これに基づく選挙が任期満了等による次の一般選挙の場合でなければ施行され

得ないとすれば、もはやそれは選挙の効力に関する訴訟として意味がなくなるといわなけ

ればならず、定数配分規定の違憲、違法を理由とした選挙についても、公選法二〇三条の

規定による無効訴訟を認める以上、このような解釈は背理であり、許されないものといわ

なければならない。

したがつて、地方自治法九〇条四項の規定は、定数配分規定が当該選挙の施行当時におい

て既に違憲、違法であつたとされる場合にまで、次に施行される任期満了等による（公選

法二〇三条の規定による訴訟とは無関係の）一般選挙の時期の到来に至るまでの間、是正

前の規定による定数配分の結果を維持せしめようとする趣旨のものであるとは解しがた

く、

定数配分規定の違憲、

違法を理由として選挙を無効とする判決があつたときは、これに従い、議会において速や

かに違憲、違法の定数配分規定を改正したうえ、選挙管理委員会において改正規定に基づ

く違法な選挙を施行すべきものである。

被告は、これと異なる見地に立つて、本件訴訟を不適法とするものであり、その主張は、

採用することができない。

３ 前記認定のとおり、原告らの公選法二〇二条一項による異議申出に対する本件決定が

原告らに交付されたのは、昭和六二年五月一三日であるところ、本件訴訟が提起されたの

、 、 、が それから三〇日以内である同年六月八日であることは 本件記録上明らかであるから
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本件訴訟は、公選法二〇三条に基づく訴えとして適法というべきである。

三 選挙権の平等と選挙制度

１ 憲法一四条一項の規定は、地方公共団体の議会の議員の選挙に関する当該地方公共団

、 、体の住民の権利につき これを行使する選挙人資格における差別を禁止するにとどまらず

その選挙権の内容の平等、すなわち各選挙人の投票価値の平等をも要求するものと解する

のが相当である。

２ したがつて、選挙区制をとる選挙にあつては、各選挙区間において、選挙人の投票価

値に不平等が生じないように議員定数の配分の均衡を図るべきことは、憲法上の要請であ

るというべきである。

右憲法上の要請をふまえて、公選法一五条七項は 「各選挙区において選挙すべき地方公、

共

団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定めなければならない。ただし、特別

の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることがで

きる 」と規定しているが、同条項の趣旨は、投票価値の平等という右憲法上の要請に徴。

す

ると、同項本文において、地方公共団体の議会が、定数配分規定を定めるに当たつては、

選挙人数と配分議員数との比率の平等を最も重要かつ基本的な基準とすべきであるとの原

則を明らかにするとともに、議員定数を人口に比例させることのみが唯一絶対の基準であ

るとまではいえず、それ以外にも、考慮すべき要素として、都道府県、市町村等の行政区

画、地理的状況等の諸般の事情、人口の都市集中化現象等の社会情勢の変化があつて、こ

れらの要素を勘案すると、定数配分に当り、形式的に人口比例の原則のみを基準としたの

では、かえつて不相当な場合があり、このような場合には、それぞれの選挙区の具体的な

特殊事情を正当に考慮して、

「おおむね人口を基準とし」つつも、地域間の実質的な均衡を図るために、人口比例の原

則を、合理的な範囲において修正した定数配分をすることができるというべきであり、同

項但し書は、この趣旨を明らかにしたものである。

３ また、都道府県議会の議員選挙の選挙区は、郡市の区域によるものとし（公選法一五

条一項 、郡又は市の区域の人口が、議員一人当りの人口の半数に達しない場合には、条）

例

（ 、 ）、で隣接する郡市と合わせて選挙区を設けなければならないが 強制合区規定 同条二項

当該選挙区の人口が、議員一人当りの人口の半数以上ではあるが、なお議員一人当りの人

口に達しない郡市については、独立した選挙区とするか、条例で隣接する他の郡市と合わ

せて一つの選挙区とするかは、当該都道府県議会の裁量に委ねられていること（任意合区

規定、同条三項 、これら合区選挙区を設けるにあたつては、議会が、行政区画、衆議院）

議

員の選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければならないとさ

れていること（同条六項 、なお、強制合区の対象となる選挙区であつても、昭和四一年）

一

月一日現在において設けられている選挙区については、当分の間、強制合区の規定にもか

かわらず、条例で当該区域をそのまま選挙区（特例選挙区）とすることができる旨の例外
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規定（同法二七一条二項）があることは、被告主張のとおりであり、これらの規定は、そ

の限りにおいて、人口比例の原則を修正し、緩和するものであることを否定することがで

きない。

４ このように、選挙区割りと議員定数配分の具体的決走には、人口比例原則を修正すべ

き種々の政策的、技術的考慮要素があるが、どのような事情が存するときに右の修正を加

えるべきか、また、これらの非人口的要素をどのように考慮して具体的決定に反映させる

べきか、についての客観的基準が存在するものともいえないから、定数配分規定が公選法

一五条七項に適合するか否かは、結局のところ、地方公共団体の議会が具体的に走めたと

ころが、その裁量権の合理的行使として是認されるか否かによつて決するほかはない。

そして、前記のとおり、選挙人がその行使する投票価値においても、平等に取り扱われる

べきであるとの憲法一四条一項の要請を受けて、公選法一五条七項は、地方公共団体の議

会の議員の定数配分につき、人口比例の原則を最も重要かつ基本的な基準とし、

各選挙区の選挙人の投票価値が平等であることを強く要求しているものと解される。

したがつて、定数配分規定の制定又はその改正により、具体的に決定された選挙区割りと

定数配分の下における選挙人の投票価値に不平等が存し、あるいは、その後の人口の異動

により、右不平等が生じ、それが地方公共団体の議会において、地域間の均衡を図るため

通常考慮し得る諸般の要素を斟酌しても、なお一般的に合理性を有するものとは考えられ

ない程度に達しているときは、右のような不平等は、もはや、地方公共団体の議会の合理

的裁量の限界を超えているものと推定され、これを正当化すべき特別の理由が示されない

限り、右定数配分規定は、公選法一五条七項に違反していると判断されざるを得ないもの

というべきである。

もつとも、制定又は改正の当時、適法であつた定数配分規定の下における選挙区間の議員

一人当りの選挙人数又は人口（この両者はおおむね比例するとみてよい ）の較差が、そ。

の

後の人口の異動によつて拡大し、公選法一五条七項に定められた選挙権の平等の要求に反

する程度に至つた場合には、そのことによつて、直ちに当該定数配分規定が同項に違反す

るとするのは相当でなく、人口の異動の状態をも考慮して、同項の要求する合理的期間内

における是正が行われないときに、初めて当該定数配分規定が同項の規定に違反するもの

というべきである。

四 本件定数条例の適法性

そこで、本件定数条例の制定及び改正の経過並びに昭和六二年四月一二日に施行された本

件選挙当時における定数配分の状況について判断する。

（ ） 、 （ （ ））１ １ 本件定数条例の改正経過が 請求原因に対する被告の主張 第二の三の２の 三

のとおりであること （２）昭和四六年選挙時（同四〇年国勢調査人口による）における、

対

飾磨郡最大較差は二・八二倍、較差二倍以上の選挙区一八、較差三倍以上の選挙区及び逆

転現象はないこと （３）昭和五〇年選挙時における対飾磨郡最大較差は三・九五倍、較、

差

三倍以上の選挙区二、特例選挙区とされた飾磨郡選挙区を除いた場合の対佐用郡最大較差

は三・五七倍、較差二倍以上の選挙区一九、較差三倍以上の選挙区一 （４）昭和五四年、
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四

月八日施行の選挙時における選挙区、基準とすべき昭和五〇年国勢調査人口、配分議員定

数、議員一人当りの人口、議員一人当りの人口についての飾磨郡選挙区を一とした各選挙

区の較差は、

別表一記載のとおりであつて、対飾磨郡最大較差三・六五倍、較差二倍以上二三選挙区、

較差三倍以上六選挙区、逆転現象一二通り、特例選挙区とされた佐用郡、飾磨郡各選挙区

を除いて、対城崎郡（日高町を除く ）最大較差三・三〇倍、較差二倍以上一八選挙区、。

較

差三倍以上二選挙区であること （５）昭和五八年四月一〇日施行の選挙時における選挙、

区、

基準とすべき昭和五五年国勢調査人口、配分議員定数、議員一人当りの人口、議員一人当

りの人口についての佐用郡選挙区を一とした各選挙区の較差は、西区及び垂水区の人口、

右両区の各選挙区の議員一人当りの人口、議員一人当りの人口についての対佐用郡選挙区

較差を除いて、別表二記載のとおりであつて、対佐用郡最大較差三・六九倍、較差三倍以

上八選挙区、逆転現象二一通りであること （６）昭和六二年四月二一日施行の本件選挙、

時

における選挙区、基準とすべき昭和六〇年国勢調査人口、配分議員定数、議員一人当りの

人口についての佐用郡選挙区を一とした各選挙区の較差は、別表三記載のとおりであるこ

と、佐用郡及び城崎郡の昭和三五年以降の人口の推移が別表「人口増減表」に記載のとお

りであること、はいずれも当事者間に争いがない。

、 、 、 、２ 右争いのない事実に いずれも成立の真正につき争いのない甲第二 第五 第六号証

乙第一、第三、第四号証並びに弁論の全趣旨を総合すると次のとおり認められる。

（一） 昭和四一年一二月二八日に、それまで施行されていた「兵庫県議会議員の選挙区

及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例 （昭和三七年兵庫県条例第五二」

号）が廃止されたのに伴い、本件定数条例が新たに制定された。

本件定数条例は、その後、昭和四九年に至るまで改正されなかつたが、昭和四六年施行の

、 、 （ 、選挙の際には 選挙区間における議員一人当りの人口の較差は 最大一対二・八二 以下

較差に関する数値は、すべて概算である ）にとどまるものであり、また、右選挙当時、。

人

口の多い選挙区の定数が、人口の少ない選挙区の定数より少なくなつているという、いわ

ゆる逆転現象もみられなかつた。なお、右昭和四六年施行の選挙時における基準とすべき

人口については 「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法、

律（昭和四五年法律第一二八号 」及び同法施行令（昭和四五年政令第三四一号）によつ）

て、

昭和四〇年国勢調査人口によるものとされていた。

（二） 昭和四九年における本件定数条例の改正点は、被告主張のとおりであるが、その

後、昭和五〇年に行われた選挙における、昭和四五年の国勢調査の結果による人口（神戸

市北区選挙区及び神戸市兵庫区選挙区の人口については、昭和四八年八月一日に北区が兵

庫区から分離されたのに伴い、被告主張のとおり、北区一〇万六一〇一人兵庫区一六万三

三四一人）に基づく右選挙当時の選挙区間における議員一人当り人口の較差は、飾磨郡選
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挙区に対し、最大一対三・九五を示し、特例選挙区である飾磨郡選挙区を除いたその余の

選挙区間についてみても、その較差の最大は、一対三・五七を示していた。また、飾磨郡

選挙区に対する較差三倍以上の選挙区は、二選挙区であり、右飾磨選挙区を除いた選挙区

のうちで、佐用郡選挙区に対する較差三倍以上の選挙区も一選挙区あつた。さらに、いわ

ゆる逆転現象も、一部の選挙区間で三通りみられた。

（三） 昭和五三年の本件定数条例の改正点は、被告主張のとおりであり、その後、昭和

五四年に施行された選挙における、昭和五〇年の国勢調査の結果による人口に基づく右選

挙当時の選挙区間における議員一人当り人口の較差は、飾磨郡選挙区と加古川市選挙区と

の間において、最大一対三・六五を示し、特例選挙区である佐用郡及び飾磨郡各選挙区を

除いたその余の選挙区間についてみても、その較差の最大は、城崎郡（日高町を除く ）。

選

挙区と加古川市選挙区との間において、一対三・三〇を示していた。また、飾磨郡選挙区

に対する較差三倍以上の選挙区は、六選挙区であり、佐用郡及び飾磨郡各選挙区を除いた

場合の、城崎郡（日高町を除く ）選挙区に対する較差三倍以上の選挙区は、二選挙区で。

あ

り、さらに、いわゆる逆転現象も一部の選挙区間で一二通りみられた。

（ ） 、 。四 昭和五五年及び同五七年の本件定数条例の各改正点は 被告主張のとおりである

その後、昭和五八年に施行された選挙における、昭和五五年の国勢調査の結果による人口

に基づく右選挙当時の選挙区間における議員一人当り人口の較差は、佐用郡選挙区と宝塚

市選挙区との間において、最大一対三・六九を示し、特例選挙区である飾磨郡、佐用郡及

び城崎郡（日高町を除く ）各選挙区を除いたその余の選挙区間についてみても、その較。

差

の最大は美方郡選挙区と宝塚市選挙区との間において、

一対二・八〇を示していた。また、佐用郡選挙区に対する較差三倍以上の選挙区は、八選

挙区であり、さらに、右選挙当時、いわゆる逆転現象も、一部の選挙区間で二一通りみら

れた。

（五） 右昭和五八年施行の選挙ののち本件選挙までの間には、本件定数条例について、

改正はされなかつたが、昭和六〇年の国勢調査の結果、特例選挙区とされているのは、佐

用郡及び城崎郡（日高町を除く ）の両選挙区のみとなつた。そして、本件選挙当時にお。

い

て、各選挙区の議員定数と人口は、別表三に記載のとおりであつて、右国勢調査の結果に

よる人口に基づく選挙区間における議員一人当り人口の較差は、佐用郡選挙区と神戸市西

区選挙区との間の一対四・五二を最大に、城崎郡（日高町を除く ）選挙区と神戸市西区。

選

挙区との間の右較差も一対四・一七に達し、特例選挙区である佐用郡、城崎郡（日高町を

除く ）両選挙区を除外したその余の選挙区間についてみても、その較差の最大は、飾磨。

郡

選挙区と神戸市西区選挙区との間において、一対三八一に達する外、美方郡選挙区と神戸

市西区選挙区との間における較差は一対三・五〇に達しているし、佐用郡選挙区に対する

較差三倍以上の選挙区は、四六選挙区中一一選挙区に達している外、特例選挙区を除く選
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挙区のうちで、飾磨郡選挙区に対する較差三倍以上の選挙区は、七選挙区であり、美方郡

選挙区に対する較差三倍以上の選挙区は、二選挙区である。また、いわゆる逆転現象も、

津名郡選挙区（人口六万六七九一人、定数二）と神戸市西区選挙区（人口一一万〇七七四

人、定数一）との間にみられるような顕著な例を始めとして、四六選挙区中一二選挙区に

おいて、次のとおり、二七通りも存在する。すなわち、二人区対三人区は 「宝塚市対兵、

庫

区、灘区、長田区、東灘区 「伊丹市対兵庫区、灘区、長田区 「須磨区対兵庫区、灘」、 」、

区、

長田区 「北区対兵庫区、灘区、長田区 「川西市・川辺郡対兵庫区、灘区、長田区」」、 」、

の

、「 、 」、「 、 」、各選挙区であり一人区対二人区は 西区対津名郡 氷上郡 高砂市対津名郡 氷上郡

「芦屋市対津名郡、氷上郡 「三木市・美嚢郡対津名郡、氷上郡 「揖保郡対津名郡 、」、 」、 」

「赤

穂市・赤穂郡対津名郡 「神崎郡対津名郡」の各選挙区であつて、以上二七通りである。」、

ちなみに、右逆転現象を生じている津名郡選挙区と神戸市西区選挙区との間の議員一人当

りの人口較差は、

一対三・三一に達することが計数上明らかである。

以上のとおり認められ、右認定を覆すに足りる証拠はない。

３ 右認定の事実からすれば、本件選挙当時において選挙区間に存した右のような議員一

人当り人口の較差及び逆転現象が示す選挙区間における投票価値の不平等は、本件定数条

例制定後の人口の変動の結果によつてもたらされたものにほかならないと認められるが、

前記説示のとおり、選挙区の人口と配分された議員定数との比率の平等が、最も重要かつ

基本的な基準とされる地方公共団体の議会の議員の選挙の制度において、右較差が示す選

挙区間における投票価値の不平等は、地方公共団体の議会において、地域間の均衡を図る

ため通常考慮することができる諸般の要素を斟酌しても、なお、一般的に合理性を有する

ものとは考えられない程度に達していたというべきであり、これを正当化する特別の理由

がない限り、選挙区間における本件選挙当時の右投票価値の較差は、公選法一五条七項に

規定する選挙権の平等の要求に反する程度に至つていたものというべきである。

被告は、前記地方公共団体の議会議員の選挙区割り及び定数配分に関する公選法の規定か

らすると、議員一人当りの人口の半数を僅かに上回る人口の郡、市の区域を独立の一選挙

区として、これに議員一人の定数配分をすることができ、議員一人当りの人口の一・五倍

以上二倍未満の人口の郡、市の区域であつても、議員総定数との関係で、定数が一人しか

配分されない選挙区が生じうることとなり、その結果、これらの選挙区間では、議員一人

当りの人口に一対三以上の較差が生じうるとし、その上に、同法一五条七項但し書の規定

を適用したり、同法二七一条二項の規定を適用するときは、それ以上の較差を生じうるこ

とも、当然予想され、このような公選法の規定の仕方からして、法は、相当程度の較差の

存在を許容しているものといわざるを得ないと主張する。

しかしながら、このような配分結果は、右公選法の各規定があるからといつて当然に許容

されるものとはいえず、同法一五条三項（任意合区規定）の適用、選挙区全体の定数配分

の見直しなどにより、このような配分結果を避ける余地がないか否かを見極めることによ
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つて、それが、投票価値の平等、人口比例の原則を基本原理とする同条七項に違反してい

るか否かを検討しなければならないのであつて、被告の右主張は失当であり、

採用することができない。

なお、被告は、佐用郡選挙区と城崎郡（日高町を除く ）選挙区とについて、右両選挙区。

は、

過疎化が進み、行政需要が山積していること、その他種々の事情をあげて、右両選挙区を

公選法二七一条二項の特例選挙区としたことについて合理性があると主張する。しかし、

公選法二七一条二項は、憲法一四条、公選法一五条七項によつて要請されている選挙人の

投票価値の平等の原則に対する例外規定であるから、その解釈は厳格になされるべきであ

つて、安易に右同条項による特例区を設けることは、相当でないというべきである。した

がつて、右同条項による特例区を設けるについては、当該選挙区が遠く離れた離島である

とか、峻険な山嶽に囲まれて交通が著しく不便であるというような地理的に極めて特殊な

状況にあるため、隣接の選挙区に合区することが著しく困難であるなどの特別の事情の存

することが必要であると解すべきところ、本件において、被告主張の諸事情からは、佐用

郡選挙区と城崎郡（日高町を除く ）選挙区を、公選法二七一条二項の特例区としなけれ。

ば

ならない特別の事情があるとは認め難い。却つて、前述の当事者間に争いのない事実と弁

論の全趣旨によれば、佐用郡選挙区も城崎郡（日高町を除く ）選挙区も、隣接の選挙区。

に

陸地続きで接しており、自動車による交通の発達した現在においては、隣接の選挙区に往

来することについて格別の障害がないこと、しかも、佐用郡選挙区及び城崎郡（日高町を

除く ）選挙区は、別表「人口増減表」に記載のとおり、昭和二五年以降一貫して除々に。

人

口が減少してきており、佐用郡選挙区については、昭和五〇年の国勢調査結果が判明した

ときから、また、城崎郡（日高町を除く ）選挙区については、昭和五五年の国勢調査の。

結

果が判明したときから、いずれも兵庫県の人口をその議員の定数で除して得た数の半数に

達しない強制合区対象選挙区（公選法一五条二項）となつていたのであるから（この点は

被告の認めるところである 、それから本件選挙のときまでには、右両選挙区を隣接の選）

挙

区に合区するなどして、不平等な議員定数の配分を是正するに必要な期間があつたことが

認められる。したがつて、本件選挙において、佐用郡選挙区と城崎郡（日高町を除く ）。

選

挙区を公選法二七一条二項による特例区としたことは合理性がなく、相当でないといわな

ければならない。

また、被告は、

議員の定数条例を改定するには相当の期間が必要であるところ、本件選挙については、定

数配分の基準とすべき昭和六〇年の国勢調査結果による人口が告示されたのが昭和六一年

七月二一日であり、それから本件選挙の期日である昭和六二年四月一二日までの期間が極

めて短かつた旨の主張をしている。しかしながら、右昭和六一年七月二一日から同六二年
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四月一二日までの間には八か月以上の期間があるばかりでなく、被告の主張によれば、兵

庫県議会は、本件選挙における定数配分規定を検討すべく、昭和六一年六月五日に、議会

、「 」 、 、内に 議員定数等調査特別委員会 を設置し 委員会内に設けられた小委員会を中心に

定数配分の協議、検討を行つたというのであるから、本件選挙における前記投票価値の不

平等を是正するために、議員定数の配分を改めるに必要な期間は、充分にあつたものとい

わざるを得ない。したがつて、被告の右主張は採用できない。

その他、本件において、前記特別の事情を見いだすことはできない。

４ そして、前記認定の事実からすれば、本件定数条例の下における選挙区間の投票価値

、 、 、の較差は 遅くとも昭和五〇年に行われた国勢調査の結果が判明した時点において 既に

公選法一五条七項に規定する選挙権の平等の要求に反する程度に至つていたものというべ

く、右較差が将来さらに拡大するであろうことは、弁論の全趣旨により明らかな兵庫県に

、 、おける各地域の人口変動の経緯に照らして 容易に推測することができたにもかかわらず

、 、 、 、兵庫県議会は 本件選挙までの間に 右条例を部分的に改正しただけで 右較差を放置し

同項の規定上要求される合理的期間内における是正をしなかつたものというべく、したが

つて、本件定数条例は、本件選挙当時、同項の規定に違反するものであつたと断定せざる

を得ない。

また、定数配分規定は、その性質上、不可分一体であると解するのが相当であり、同項に

違反する不平等を生ぜしめている部分のみならず、全体として違法の瑕疵を帯びるものと

解すべきである（前掲各大法廷判決参照 。）

五 本件選挙の効力

以上のとおり、本件定数条例は、本件選挙当時、全体として違法であつて、右条例に基づ

いて施行された本件選挙も違法であるといわなければならないが、その効力については、

更に考慮を必要とする。

およそ公選法二〇三条の訴訟において、請求認容の判決がされたときは、当該選挙は無効

となり、

直ちに法定期間内の再選挙が施行されて違法状態が是正されることになるのであるが、議

員定数配分規定の違法を理由とする同条の規定に基づく訴訟においては、当該選挙を無効

とする判決をしても、直ちに再選挙施行の運びとなるわけではなく、公選法に適合する選

挙を施行して違法状態を是正するためには、議員定数配分規定の改正という別途の条例制

定手続きを必要とする。

その意味において、このような訴訟の判決については、一般の公選法二〇三条の訴訟のそ

れとは別個の考慮を必要とするものというべきであり、このような見地から、たとえ、当

該訴訟において、議員定数配分規定が違法と判断される場合においても、これに基づく選

挙を常に無効とすべきものではないと解するのが相当である。

すなわち、違法な議員定数配分規定によつて、選挙人の基本的権利である選挙権の行使が

制約されているという不利益など、当該選挙の効力を否定しないことによる弊害と、右選

挙を無効とする判決の結果、議員定数配分規定の改正が、当該選挙区から選出された議員

が存在しない状態で行われざるを得ないことなど、一時的にせよ憲法の予定しない状態が

現出することによつてもたらされる不都合、その他諸般の事情を総合して考慮することに

より、いわゆる事情判決の制度（行政事件訴訟法三一条一項）の基礎に存すると解すべき
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一般的な法の基本原則を適用して、選挙を無効とする結果、余儀なくされる不都合を回避

することもできると解すべきである（前掲最高裁判所昭和五一年四月一四日及び同六〇年

七月一七日の各大法廷判決参照 。）

右のような見地に立つて本件をみると、選挙区間における議員一人当りの人口の較差の推

移は、前記説示のとおりであり、右較差が漸次拡大の傾向をたどつていたことは、それま

での人口の推移等から十分予測可能なことであつて、決して予期し難い特殊事情に基づく

結果とはいえないことは否定できないが、他方、本件選挙当時の選挙区間における議員一

人当りの人口の較差の程度等本件における諸般の事情を併せ考えると、本件は、前記一般

的な法の基本原則に従い、本件選挙が、公選法一五条七項に違反する本件定数条例に基づ

いて行われた点において違法である旨を判示し、主文において本件選挙の違法を宣言する

にとどめ、右選挙は無効としないこととするのが相当である場合に当たるものというべき

である。

原告らは、憲法、

公選法の精神に則り、いわゆる「期限付無効判決」あるいは「将来効判決」をすることを

求め、また、これらの判決をすることにより、裁判所が、議会に対して時間的猶予を与え

たのに、議会が本件定数条例の改正をしないときには、裁判所が作成した定数配分表に基

づいて再選挙をすべく、そのために、裁判所は、主文において選挙の無効を判示するのみ

ならず、申立により、当事者から示された配分規定に基づき、適法な配分規定を判示する

権限と責任とがあると主張するが、公選法に基づかないこのような裁判をすることは、裁

判所に与えられた権限を超え、地方公共団体の議会の権限を侵すものであつて、許されな

いと解するのが相当であるから、右主張は失当であり、採用することができない。

六 本件決定取消請求

本件決定取消請求は、公選法二〇三条二項が、地方公共団体の議会の議員の選挙の効力に

関する訴訟は、都道府県選挙管理委員会の決定又は裁決に対してのみ提起することができ

る旨を規定しているために、提起されたものであつて、原告らの本訴の目的が本件選挙を

無効とすることにあり、本件決定取消請求は、これに付随するものとして求められている

にすぎないことが明らかであるから、選挙無効の請求について前述のような判断に達した

以上、本件決定自体に仮に瑕疵があつたとしても、これを取り消す利益ないし必要はない

というべきであり、本件各決定取消請求も棄却すべきである。

七 結論

よつて、原告らの本訴各請求を棄却し、本件選挙のうち別紙選挙区目録記載の各選挙区に

おける選挙が違法であることを宣言することとし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法

七条、民訴法九二条但し書に従い、主文のとおり判決する。

（裁判官 後藤 舅 東篠 敬 横山秀憲）

当事者目録（省略）

選挙区目録

１ 神戸市西区選挙区

２ 神戸市須磨区選挙区

３ 神戸市北区選挙区

４ 宝塚市選挙区
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５ 高砂市選挙区

６ 伊丹市選挙区


